
１．はじめに

小稿の目的は，タイの２００６年における社会経済調査の個別結果表を用いて，

所得格差解消要因としての教育効果を，数量的に明らかにすることである。な

お，教育効果を数量的に明らかにするために，ミンサー型賃金関数の変形モデ

ルを計測し，各教育レベルにおける教育投資収益率の推定もおこなう。

筆者は，近年，インドネシアの社会経済調査スサナスの個別結果表を用いて，

インドネシアにおける貧困要因とその解決策を探ってきた(1)。筆者の新しい課

題は，タイの社会経済調査の個別結果表を用い，かつ，筆者のインドネシアと

同一の手法を用いて，タイの貧困家計の数量的分析をおこない，タイとインド

ネシアとの分析結果を比較することによって，貧困家計の貧困要因を鮮明にす

ることである。小稿は，タイにおける都市農村間，および男女間における所得

格差の要因として，教育を取り上げ，教育投資の収益率を推計することによっ

て，課題に接近する。

貧困解消の手段として，また，所得格差解消手段として，教育投資の有効性

が指摘され，長年，それについて，多くの研究がなされてきた。世界各国にお

ける教育投資の収益率の推計結果のサーベイは，Psacharopulos（１９８５）（１９９４）

および Psacharopulos and Patrinos（２００２）（２００４）によっておこなわれている。

タイにおいても，教育投資について議論され，研究され，そして教育投資が実
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施されてきた。タイの教育投資の収益率の推定は，Psacharopulos and Patrinos

（２００２）（２００４）の引用以外に，筆者の管見によれば，Blaug（１９７６）とWarunsiri

and McNown（２００９）があるのみである(2)。彼らの収益率の推定は，後述のよ

うに十分でない。したがって，小稿において，タイの教育投資の収益率の推定

は有意義である。

以下，２において，分析に利用するタイの社会経済調査について説明し，３

において，タイの社会経済調査の個別結果表を用い，記述統計から，所得格差

の存在を明らかにする。４において，同一データを用い，所得格差要因として

の教育水準を，記述統計から明らかにする。５において，サンプルセレクショ

ンモデルによる賃金所得関数の定式化と，その計測をおこなう。６において，

賃金所得関数の計測結果を用い，教育投資の収益率を推定し，７はむすびにあ

てられる。

２．データ

タイの社会経済調査は，１９５７年に「家計支出調査」の名の下に，最初の調査

が行われたが，１９６８‐１９６９年に「社会経済調査」と名称が変更になり，その後

５年毎に調査がおこなわれ，１９８７‐２００６の期間において２年毎におこなわれ，

２００７年以降，毎年調査がおこなわれることとなった。小稿の分析対象である

２００６年の社会経済調査は，調査変更前の最後の調査である。

調査対象家計サンプルは，二段階抽出法によって，選択される(3)。まず，調

査対象となるサンプルブロック（都市部と農村部）は，地域の家計総数に比例

して，確率的に選択される。二段階目は，調査対象家計サンプルとして，各サ

ンプルブロックの内から，都市部において１５家計，および農村部において１０家

計を選択する。このようにして選択された調査対象サンプル家計総数は，２００６

年の場合，５１，９７０であるが，小稿において，家計総所得がゼロ以下のサンプル

を除外したために，分析対象サンプル家計総数は，４４，８７２である。

分析対象サンプル家計の都市農村別地域別分布状況は，表１に示すとおりで

ある(4)。表１によれば，都市部のサンプル割合は６２．２％と，全体の３分の２弱
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にもおよんでいる。しかし，バンコクのサンプル割合が全体の６．２％と小さい

数字となっている。これは，バンコクに隣接する周辺部の県が中央部に分類さ

れているためである。

サンプル分布の特性を知るために，社会経済調査において作成した家計類型

と地域別都市農村別サンプル分布を示したのが，表２である。表２によれば，

全国レベルにおいて，企業家家計の２６．６％が最大で，次いで，経済的不活動家

計１６．８％，サービス労働者家計１５．６％，技術者・管理者家計１２．４％，自作農家

家計１１．８％，生産・建設労働者家計１１．１％と続く。このパターンは，各地域の

表１ 都市農村別地域別サンプル分布（２００６年）

都市部
（１）

農村部
（２）

合計
（３）

サンプル数

バンコク ２，７６２ ０ ２，７６２
中央部 ７，２５９ ５，６２９ １２，８８８
北部 ６，７９３ ４，４２８ １１，２２１
東北部 ７，５０２ ４，３３３ １１，８３５
南部 ３，６０５ ２，５６１ ６，１６６

合計 ２７，９２１ １６，９５１ ４４，８７２

構成比A（％）

バンコク １００．０ ０．０ １００．０
中央部 ５６．３ ４３．７ １００．０
北部 ６０．５ ３９．５ １００．０
東北部 ６３．４ ３６．６ １００．０
南部 ５８．５ ４１．５ １００．０

合計 ６２．２ ３７．８ １００．０

構成比B（％）

バンコク ９．９ ０．０ ６．２
中央部 ２６．０ ３３．２ ２８．７
北部 ２４．３ ２６．１ ２５．０
東北部 ２６．９ ２５．６ ２６．４
南部 １２．９ １５．１ １３．７

合計 １００．０ １００．０ １００．０

構成比C（％）

バンコク ６．２ ０．０ ６．２
中央部 １６．２ １２．５ ２８．７
北部 １５．１ ９．９ ２５．０
東北部 １６．７ ９．７ ２６．４
南部 ８．０ ５．７ １３．７

合計 ６２．２ ３７．８ １００．０

（資料）Household Socio-Economic Survey 2006の個別結果表。
（注）家計所得がゼロと負値であるサンプルは除外した。
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都市部において近似的であり，各地域の農村部において自作農家家計の比率が

高まる点が観察される。

これら家計のサンプル分布において，貧困家計の割合を知るために，まず，

各家計の１人あたり１ヶ月あたり等価所得を計算した(5)。計算された各家計の

等価所得の分布状況は，１人あたり１ヶ月あたり等価所得階級別地域別都市農

村別サンプル分布表として付表１に，また，１人あたり１ヶ月あたり等価所得

階級別家計類型別サンプル分布表として付表２に示した。各項目に対する１人

あたり１ヶ月あたり等価所得階級別サンプル分布は，過去の研究における所得

分布のパターを踏襲したものとなっている。

計算された各家計の１人あたり１ヶ月あたり等価所得のメディアン（中央

値）の２分の１以下の家計を貧困家計と分類した(6)。地域別都市農村別貧困家

計のサンプルの分布状況は，表３に示される。表３によれば，貧困家計の割合

が，全国レベルで，２０．６％にもおよんでいることがわかる。各地域とも農村部

に貧困家計が多く分布していることがわかる。したがって，表３の観察より，

表３ 地域別都市農村別貧困家計のサンプル分布（２００６年）

実 数 構成比（％）

普通家計
（１）

貧困家計
（２）

合 計
（３）

普通家計
（４）

貧困家計
（５）

合 計
（６）

バンコク 都市部 ２，６９８ ６４ ２，７６２ ６．０ ０．１ ６．２

中央部
都市部 ６，４７７ ７８２ ７，２５９ １４．４ １．７ １６．２
農村部 ４，７１３ ９１６ ５，６２９ １０．５ ２．０ １２．５

北部
都市部 ５，３４９ １，４４４ ６，７９３ １１．９ ３．２ １５．１
農村部 ２，６３６ １，７９２ ４，４２８ ５．９ ４．０ ９．９

東北部
都市部 ５，９７１ １，５３１ ７，５０２ １３．３ ３．４ １６．７
農村部 ２，４５７ １，８７６ ４，３３３ ５．５ ４．２ ９．７

南部
都市部 ３，２２０ ３８５ ３，６０５ ７．２ ０．９ ８．０
農村部 ２，０４４ ５１７ ２，５６１ ４．６ １．２ ５．７

合計

都市部 ２３，７１５ ４，２０６ ２７，９２１ ５２．９ ９．４ ６２．２
農村部 １１，８５０ ５，１０１ １６，９５１ ２６．４ １１．４ ３７．８

合 計 ３５，５６５ ９，３０７ ４４，８７２ ７９．３ ２０．７ １００．０

（資料）Household Socio-Economic Survey 2006の個別結果表。
（注）家計所得がゼロと負値であるサンプルは除外した。

タイにおける所得格差要因としての教育効果 －４９－



都市農村間に所得格差が存在することが歴然である。付表１の都市合計と農村

合計との１人あたり１ヶ月あたり等価所得階級分布を図示した図１から，この

点を視覚で確認できる。

小稿の目的は，所得格差要因として教育を分析対象としている。しかし，稼

得所得のある家計構成メンバーの教育水準と家計所得とを直接結びつけること

は容易でない。１人あたり１ヶ月あたり等価所得と家計所得と密接な関係があ

り(7)，家計所得の大きな部分を賃金所得が占めている(8)ことから，賃金所得の

ある家計の構成メンバー１人１人とその教育水準との関係を，以下，問題とす

る。したがって，以下分析対象データは，各家計の構成メンバーの内，賃金・

サラリーのある１５歳以上７５歳以下のサンプルであり，これらのサンプルに，家

計の世帯主の情報と，上記，貧困家計の情報とが加味されたものである。なお，

２００６年の「社会経済調査」の個別結果表のデータベースの賃金所得ファイルに

おいて，賃金所得のある家族構成員のうち，副業の賃金所得がある場合，別の

サンプルとなっているので，これは合算，統合して分析対象データとした。サ

ンプル総数は，３８，７０９である。以下，一人あたり１ヶ月賃金を，一人あたり稼

得所得の近似値と見なし，略して，賃金所得と呼ぶことにする。

３．所得格差

表４は，賃金所得のあるサンプルの地域別都市農村別男女別分布を示したも

のである。表４によれば，家計分布と同様に，賃金所得のある家族構成員の分

布は，男女ともに各地域の都市部に多く分布している点が観察される。そして，

中央部の農村部にも比較的多くのサンプルが分布している。逆に，北部，東北

部と南部との農村部に，女子分布が少ないといえる。

これらサンプルを用いて，都市農村別男女別賃金所得階級別サンプル分布を

示したのが，表５である。表５の都市農村別かつ男女別の各列の度数に着目す

れば，最大頻度を示す賃金所得階級は，列によって異なることがわかる。これ

らの観察は，列の比較によって，各列の平均賃金間に差のあることを連想させ

る。表５の（３）列と（６）列との相対度数をヒストグラムで図示したのが，図２で

－５０－ タイにおける所得格差要因としての教育効果
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あり，表５の（７）列と（８）列との相対度数をヒストグラムで図示したのが，図３

である。これらの図によれば，都市と農村との間に平均賃金所得の差が存在し，

男子と女子との間に平均賃金所得の差が存在することは明白であるといえる。

これらの図によれば，サンプルは，所得の低い方に偏って分布していることが

わかり，世界各国で観察されてきた分布と同一の分布をしているといえ，対数

をとれば，正規分布に近い分布をするといえよう。

表６は，男女間，都市農村間，およびそれぞれの組み合わせ間における平均

賃金所得に明確な差が存在する点を，平均値の差の検定をおこなうことによっ

て示したものである。なお，平均値の差の検定において２つのグループの分散

が等しいと仮定した場合と，それらが異なると仮定した場合との検定がおこな

われた。また，賃金所得が対数正規分布することが知られているので，対数値

の平均値の差の検定も同様におこなった。表６よれば，全ての組み合わせにお

表４ 地域別都市農村別男女別賃金所得のあるサンプル分布（２００６年）

都 市 農 村 男子計

（７）

女子計

（８）

合計

（９）
男子
（１）

女子
（２）

小計
（３）

男子
（４）

女子
（５）

小計
（６）

実 数 値

バンコク １，７８９ １，７６６ ３，５５５ ０ ０ ０ １，７８９ １，７６６ ３，５５５
中央部 ３，９１７ ３，４９６ ７，４１３ ３，１７６ ２，７６５ ５，９４１ ７，０９３ ６，２６１ １３，３５４
北部 ２，６９１ ２，３７７ ５，０６８ １，５５７ １，２１３ ２，７７０ ４，２４８ ３，５９０ ７，８３８
東北部 ３，３４５ ２，５８７ ５，９３２ １，５６４ ９３５ ２，４９９ ４，９０９ ３，５２２ ８，４３１
南部 １，７６６ １，４４２ ３，２０８ １，３５６ ９６７ ２，３２３ ３，１２２ ２，４０９ ５，５３１

合計 １３，５０８ １１，６６８ ２５，１７６ ７，６５３ ５，８８０ １３，５３３ ２１，１６１ １７，５４８ ３８，７０９

構成比A（％）

バンコク ５０．３ ４９．７ １００．０ ０．０ ０．０ ０．０ ５０．３ ４９．７ １００．０
中央部 ２９．３ ２６．２ ５５．５ ２３．８ ２０．７ ４４．５ ５３．１ ４６．９ １００．０
北部 ３４．３ ３０．３ ６４．７ １９．９ １５．５ ３５．３ ５４．２ ４５．８ １００．０
東北部 ３９．７ ３０．７ ７０．４ １８．６ １１．１ ２９．６ ５８．２ ４１．８ １００．０
南部 ３１．９ ２６．１ ５８．０ ２４．５ １７．５ ４２．０ ５６．４ ４３．６ １００．０

合計 ３４．９ ３０．１ ６５．０ １９．８ １５．２ ３５．０ ５４．７ ４５．３ １００．０

構成比B（％）

バンコク １３．２ １５．１ １４．１ ０．０ ０．０ ０．０ ８．５ １０．１ ９．２
中央部 ２９．０ ３０．０ ２９．４ ４１．５ ４７．０ ４３．９ ３３．５ ３５．７ ３４．５
北部 １９．９ ２０．４ ２０．１ ２０．３ ２０．６ ２０．５ ２０．１ ２０．５ ２０．２
東北部 ２４．８ ２２．２ ２３．６ ２０．４ １５．９ １８．５ ２３．２ ２０．１ ２１．８
南部 １３．１ １２．４ １２．７ １７．７ １６．４ １７．２ １４．８ １３．７ １４．３

合計 １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０

構成比C（％）

バンコク ４．６ ４．６ ９．２ ０．０ ０．０ ０．０ ４．６ ４．６ ９．２
中央部 １０．１ ９．０ １９．２ ８．２ ７．１ １５．３ １８．３ １６．２ ３４．５
北部 ７．０ ６．１ １３．１ ４．０ ３．１ ７．２ １１．０ ９．３ ２０．２
東北部 ８．６ ６．７ １５．３ ４．０ ２．４ ６．５ １２．７ ９．１ ２１．８
南部 ４．６ ３．７ ８．３ ３．５ ２．５ ６．０ ８．１ ６．２ １４．３

合計 ３４．９ ３０．１ ６５．０ １９．８ １５．２ ３５．０ ５４．７ ４５．３ １００．０

（資料）Household Socio-Economic Survey 2006の個別結果表。
（注）賃金所得がゼロであるサンプルは除外した。
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いて，統計的に非常に高い確率で，分割した２グループ間の平均賃金所得間に

差が存在する点が明らかである。

４．所得格差要因としての教育水準

表７は，賃金所得のあった個人サンプルの最終学歴としての教育水準別，地

域別，都市農村別，男女別分布状況を示したものである(9)。表７によれば，国

全体で，小学校中退が，２０．９％で最大で，小学校卒業１９．１％，大学卒業１９．０％，

高等学校卒業１５．８％，中学校卒業１４．５％と続く。都市の女子の大学卒業が，

３１．９％と高く，この数字が，女子合計の大学卒業の比率を押し上げたといえる。

表８は，国全体のサンプルを用いた最終学歴としての教育水準別賃金所得の

度数分布表である。表８によれば，教育水準の高まりとともに，賃金所得分布

表５ 都市農村別男女別賃金所得階級別サンプル分布（２００６年）
（賃金所得階級：１ヶ月あたり１０００バーツ）

都 市 農 村 男子計

（７）

女子計

（８）

合 計

（９）
男子
（１）

女子
（２）

小計
（３）

男子
（４）

女子
（５）

小計
（６）

０．５未満 １７３ ２５０ ４２３ ３１１ ４８６ ７９７ ４８４ ７３６ １，２２０
０．５以上１．５未満 ５９３ ６２５ １，２１８ ８４１ ７２６ １，５６７ １，４３４ １，３５１ ２，７８５
１．５以上３．０未満 １，０３５ ９９９ ２，０３４ １，２２０ ８８０ ２，１００ ２，２５５ １，８７９ ４，１３４
３．０以上４．５未満 １，４５９ １，２８６ ２，７４５ １，３０３ ９７９ ２，２８２ ２，７６２ ２，２６５ ５，０２７
４．５以上６．０未満 １，７９１ １，５７２ ３，３６３ １，２４８ ８６９ ２，１１７ ３，０３９ ２，４４１ ５，４８０
６．０以上７．５未満 １，５３２ １，３４３ ２，８７５ ７３５ ５７９ １，３１４ ２，２６７ １，９２２ ４，１８９
７．５以上９．０未満 １，１３５ ９７５ ２，１１０ ４７４ ３８５ ８５９ １，６０９ １，３６０ ２，９６９
９．０以上１０．５未満 ７５３ ７０３ １，４５６ ３２４ ２０８ ５３２ １，０７７ ９１１ １，９８８
１０．５以上１２．０未満 ５８３ ４４２ １，０２５ ２２６ １２４ ３５０ ８０９ ５６６ １，３７５
１２．０以上１３．５未満 ５５４ ４０７ ９６１ １８６ １１１ ２９７ ７４０ ５１８ １，２５８
１３．５以上１５．０未満 ４１２ ２８０ ６９２ １００ ５９ １５９ ５１２ ３３９ ８５１
１５．０以上１６．５未満 ４７５ ３９５ ８７０ ９３ ６４ １５７ ５６８ ４５９ １，０２７
１６．５以上１８．０未満 ３２７ ２１５ ５４２ ８１ ４４ １２５ ４０８ ２５９ ６６７
１８．０以上１９．５未満 ３１７ ２１７ ５３４ ６４ ５３ １１７ ３８１ ２７０ ６５１
１９．５以上２１．０未満 ３４７ ２６８ ６１５ ５６ ５４ １１０ ４０３ ３２２ ７２５
２１．０以上２２．５未満 ２６２ ２２４ ４８６ ５８ ３８ ９６ ３２０ ２６２ ５８２
２２．５以上２４．０未満 ２２７ ２２５ ４５２ ５１ ３５ ８６ ２７８ ２６０ ５３８
２４．０以上２５．５未満 １９８ １９７ ３９５ ３４ ３０ ６４ ２３２ ２２７ ４５９
２５．５以上２７．０未満 １６５ １５２ ３１７ ３５ ３５ ７０ ２００ １８７ ３８７
２７．０以上２８．５未満 １３９ １４６ ２８５ ２９ ２１ ５０ １６８ １６７ ３３５
２８．５以上３０．０未満 １１８ １２３ ２４１ ２０ １９ ３９ １３８ １４２ ２８０
３０．０以上 ９１３ ６２４ １，５３７ １６４ ８１ ２４５ １，０７７ ７０５ １，７８２

合計 １３，５０８ １１，６６８ ２５，１７６ ７，６５３ ５，８８０ １３，５３３ ２１，１６１ １７，５４８ ３８，７０９

（資料）Household Socio-Economic Survey 2006の個別結果表。
（注）賃金所得がゼロであるサンプルは除外した。
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表６ 男女間および都市農村間における賃金平均値格差の検定（２００６年）
（平均値の単位：１０００バーツ／月）

平均値

（１）

サンプル数

（２）

平均値の差の検定

t－値
（３）

p－値
（４）

生 デ ー タ

男子 １１．９５７ １３，５０８ ７．１２３ ０．０００
都市 女子 １０．８０３ １１，６６８ （７．２１３） （０．０００）

小計 １１．４２２ ２５，１７６

男子 ６．６１８ ７，６５３ ５．５９８ ０．０００
農村 女子 ５．９１３ ５，８８０ （５．７０３） （０．０００）

小計 ６．３１１ １３，５３３

男子 １０．０２６ ２１，１６１ ７．３６４ ０．０００
合計 女子 ９．１６４ １７，５４８ （７．４７０） （０．０００）

小計 ９．６３５ ３８，７０９

都市 １１．９５７ １３，５０８ ３１．２８６ ０．０００
男子 農村 ６．６１８ ７，６５３ （３６．１８０） （０．０００）

小計 １０．０２６ ２１，１６１

都市 １０．８０２ １１，６６８ ２９．９３３ ０．０００
女子 農村 ５．９１３ ５，８８０ （３５．４０９） （０．０００）

小計 ９．１６４ １７，５４８

都市 １１．４２２ ２５，１７６ ４２．７８７ ０．０００
合計 農村 ６．３１１ １３，５３３ （５０．０２４） （０．０００）

小計 ９．６３５ ３８，７０９

対数データ

男子 １．５６５ １３，５０８ ６．９３３ ０．０００
都市 女子 １．４８０ １１，６６８ （６．９１７） （０．０００）

小計 １．５２６ ２５，１７６

男子 ０．９９９ ７，６５３ ７．７５５ ０．０００
農村 女子 ０．８７０ ５，８８０ （７．６８２） （０．０００）

小計 ０．９４３ １３，５３３

男子 １．３６０ ２１，１６１ ８．２４０ ０．０００
合計 女子 １．２７６ １７，５４８ （８．２０５） （０．０００）

小計 １．３２２ ３８，７０９

都市 １．５６５ １３，５０８ ４１．７６６ ０．０００
男子 農村 ０．９９９ ７，６５３ （４２．２３９） （０．０００）

小計 １．３６０ ２１，１６１

都市 １．４８０ １１，６６８ ３８．４０２ ０．０００
女子 農村 ０．８７０ ５，８８０ （３８．４０２） （０．０００）

小計 １．２７６ １７，５４８

都市 １．５２６ ２５，１７６ ５６．３７６ ０．０００
合計 農村 ０．９４３ １３，５３３ （５６．７４５） （０．０００）

小計 １．３２２ ３８，７０９

（資料）Household Socio-Economic Survey 2006の個別結果表。
（注）賃金所得がゼロであるサンプルは除外した。平均値の差の検定は男女間および都

市農村間についておこなった。なお，t－値は，分散が等しいと仮定した場合は
そのまま表示し，分散が異なると仮定した場合については，カッコ内に表示した。
対数データの平均値は，対数値であり指数変換をしないと，通常値と成らない。

－５６－ タイにおける所得格差要因としての教育効果



表７ 都市農村別男女別最終学歴別サンプル分布（２００６年）

都 市 部 農 村 部 男子計

（７）

女子計

（８）

合計

（９）
男子
（１）

女子
（２）

小計
（３）

男子
（４）

女子
（５）

小計
（６）

サンプル数

小学校中退 ２，２８９ １，８２６ ４，１１５ ２，２８６ １，６９８ ３，９８４ ４，５７５ ３，５２４ ８，０９９
小学校卒業 ２，４３２ １，６０４ ４，０３６ １，９９９ １，３７４ ３，３７３ ４，４３１ ２，９７８ ７，４０９
中学校卒業 ２，１９３ １，４１３ ３，６０６ １，２５７ ７６５ ２，０２２ ３，４５０ ２，１７８ ５，６２８
高等学校卒業 ２，６９９ １，６５７ ４，３５６ １，０４３ ７１０ １，７５３ ３，７４２ ２，３６７ ６，１０９
大学卒業 ２，４３２ ３，７１７ ６，１４９ ４８９ ７３１ １，２２０ ２，９２１ ４，４４８ ７，３６９
修士課程修了 ３５２ ３４９ ７０１ ４４ ３９ ８３ ３９６ ３８８ ７８４
博士課程修了 ５ ９ １４ ０ ０ ０ ５ ９ １４
宗教系非一般教育修了 ２１２ ３６８ ５８０ ２２４ ２８８ ５１２ ４３６ ６５６ １，０９２
無回答・その他 ８９４ ７２５ １，６１９ ３１１ ２７５ ５８６ １，２０５ １，０００ ２，２０５

合計 １３，５０８ １１，６６８ ２５，１７６ ７，６５３ ５，８８０ １３，５３３ ２１，１６１ １７，５４８ ３８，７０９

構成比
（％）

小学校中退 １６．９ １５．６ １６．３ ２９．９ ２８．９ ２９．４ ２１．６ ２０．１ ２０．９
小学校卒業 １８．０ １３．７ １６．０ ２６．１ ２３．４ ２４．９ ２０．９ １７．０ １９．１
中学校卒業 １６．２ １２．１ １４．３ １６．４ １３．０ １４．９ １６．３ １２．４ １４．５
高等学校卒業 ２０．０ １４．２ １７．３ １３．６ １２．１ １３．０ １７．７ １３．５ １５．８
大学卒業 １８．０ ３１．９ ２４．４ ６．４ １２．４ ９．０ １３．８ ２５．３ １９．０
修士課程修了 ２．６ ３．０ ２．８ ０．６ ０．７ ０．６ １．９ ２．２ ２．０
博士課程修了 ０．０ ０．１ ０．１ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．１ ０．０
宗教系非一般教育修了 １．６ ３．２ ２．３ ２．９ ４．９ ３．８ ２．１ ３．７ ２．８
無回答・その他 ６．６ ６．２ ６．４ ４．１ ４．７ ４．３ ５．７ ５．７ ５．７

合計 １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０

（資料）Household Socio-Economic Survey 2006の個別結果表。
（注）賃金所得がゼロであるサンプルは除外した。

表８ 最終学歴別別賃金所得階級別サンプル分布（２００６年）
（賃金所得階級：１ヶ月あたり１０００バーツ）

小学校
中 退

（１）

小学校
卒 業

（２）

中学校
卒 業

（３）

高等学校
卒 業

（４）

大学
卒業

（５）

修士課程
修了

（６）

博士課程
修 了

（７）

宗教系
非一般
教育修了
（８）

無回答
・
その他
（９）

合 計

（１０）

０．５未満 ５８７ ２９２ １３７ ８８ １１ ０ ０ ９２ １３ １，２２０
０．５以上１．５未満 １，１４５ ７６３ ３５５ ２３４ ６２ ２ ０ １７８ ４６ ２，７８５
１．５以上３．０未満 １，６２８ １，１５５ ５６９ ３５１ ９９ １ ０ ２６９ ６２ ４，１３４
３．０以上４．５未満 １，６２６ １，４６４ ８４２ ６１１ １２８ ２ ０ ２５０ １０４ ５，０２７
４．５以上６．０未満 １，２７７ １，４４６ １，０８８ ９３９ ２５８ ３ ０ １６９ ３００ ５，４８０
６．０以上７．５未満 ７１７ ９６３ ８０２ ８９６ ４４３ ４ ０ ７６ ２８８ ４，１８９
７．５以上９．０未満 ３７４ ５３８ ５４６ ６２５ ５８７ １０ ０ ２６ ２６３ ２，９６９
９．０以上１０．５未満 ２３４ ３０４ ３３０ ４２５ ４９６ １９ ０ ４ １７６ １，９８８
１０．５以上１２．０未満 １５３ １５９ ２１５ ３５６ ３５１ １２ ０ ４ １２５ １，３７５
１２．０以上１３．５未満 １３４ １３１ １３９ ２７９ ４２１ ２４ ０ ９ １２１ １，２５８
１３．５以上１５．０未満 ６６ ４８ ９９ ２２３ ２９６ ２５ ０ ３ ９１ ８５１
１５．０以上１６．５未満 ３５ ４６ ９２ ２４８ ４５７ ４０ １ ０ １０８ １，０２７
１６．５以上１８．０未満 ３０ １７ ６４ １４９ ３０５ ３３ ０ ０ ６９ ６６７
１８．０以上１９．５未満 １２ １６ ６２ １２９ ３３４ ２７ ０ ０ ７１ ６５１
１９．５以上２１．０未満 １７ ２５ ６１ １４２ ３６９ ４９ ３ １ ５８ ７２５
２１．０以上２２．５未満 ７ ８ ５６ ８９ ３３２ ４０ ０ ０ ５０ ５８２
２２．５以上２４．０未満 ９ ３ ３８ ５９ ３４３ ４６ ０ １ ３９ ５３８
２４．０以上２５．５未満 ８ ６ ３７ ４０ ３０５ ２９ ２ ２ ３０ ４５９
２５．５以上２７．０未満 ２ ３ １９ ３４ ２６２ ４２ ０ １ ２４ ３８７
２７．０以上２８．５未満 ４ １ １７ ２３ ２２３ ４１ １ ０ ２５ ３３５
２８．５以上３０．０未満 ３ ０ ７ １６ ２０８ ２７ ０ １ １８ ２８０
３０．０以上 ３１ ２１ ５３ １５３ １，０７９ ３０８ ７ ６ １２４ １，７８２

合計 ８，０９９ ７，４０９ ５，６２８ ６，１０９ ７，３６９ ７８４ １４ １，０９２ ２，２０５ ３８，７０９

（資料）Household Socio-Economic Survey 2006の個別結果表。
（注）賃金所得がゼロであるサンプルは除外した。

タイにおける所得格差要因としての教育効果 －５７－



の高所得方向へのシフトが観察され，賃金所得と教育水準との間に正の相関関

係が存在しているといえる。都市と農村にサンプルを分割した場合と，男子と

女子とにサンプルを分割した場合とについても，表８と同様の相関表を作成し

た。これらは，付表４，付表５，付表６と付表７とに示されており，それぞれ

の表において，賃金所得と教育水準との間に正の相関関係が存在している点が

観察される。

表９は，各教育水準別に，男女間，および都市農村間における平均賃金所得

表９ 各教育水準における男女間および都市農村間における賃金平均値格差の検定（２００６年）
（平均値の単位：１０００バーツ／月）

生データ 対数データ

平均値

（１）

サンプル数

（２）

平均値の差の検定 平均値

（１）

サンプル数

（２）

平均値の差の検定

t－値
（３）

p－値
（４）

t－値
（３）

p－値
（４）

小学校中退

男子 ４．９６５ ４，５７５ １３．４９３ ０．０００ ０．８１１ ４，５７５ １４．７７３ ０．０００
女子 ３．６２９ ３，５２４ （１０．１１５）（０．０００） ０．５３８ ３，５２４ （１０．４２７）（０．０００）
合計 ４．３８４ ８，０９９ ０．６９２ ８，０９９

都市 ５．０９９ ４，１１５ １４．８４９ ０．０００ ０．８３８ ４，１１５ １６．２３９ ０．０００
農村 ３．６４５ ３，９８４ （１４．９２６）（０．０００） ０．５４１ ３，９８４ （１１．１３５）（０．０００）
合計 ４．３８４ ８，０９９ ０．６９２ ８，０９９

小学校卒業

男子 ５．４０１ ４，４３１ １０．８４５ ０．０００ ０．９６６ ４，４３１ １１．７１７ ０．０００
女子 ４．４０９ ２，９７８ （１１．２１９）（０．０００） ０．７５５ ２，９７８ （１１．６８０）（０．０００）
合計 ５．００２ ７，４０９ ０．８８１ ７，４０９

都市 ５．６４３ ４，０３６ １５．７７６ ０．０００ １．０１８ ４，０３６ １７．１８７ ０．０００
農村 ４．２３５ ３，３７３ （１６．１４８）（０．０００） ０．７１７ ３，３７３ （１７．０６１）（０．０００）
合計 ５．００２ ７，４０９ ０．８８１ ７，４０９

中学校卒業

男子 ７．７３６ ３，４５０ ８．４８０ ０．０００ １．２４３ ３，４５０ ６．７７８ ０．０００
女子 ６．２６８ ２，１７８ （９．０６８）（０．０００） １．０８８ ２，１７８ （６．８７９）（０．０００）
合計 ７．１６８ ５，６２８ １．１８３ ５，６２８

都市 ７．８３３ ３，６０６ １０．５７９ ０．０００ １．２９１ ３，６０６ １２．９５４ ０．０００
農村 ５．９３０ ２，０２２ （１１．１１０）（０．０００） ０．９９２ ２，０２２ （１２．７４５）（０．０００）
合計 ７．１６８ ５，６２８ １．１８３ ５，６２８

高等学校卒業

男子 １０．６５６ ３，７４２ １２．１２９ ０．０００ １．５５３ ３，７４２ １０．２３０ ０．０００
女子 ８．０１０ ２，３６７ （１３．１０１）（０．０００） １．３３４ ２，３６７ （１０．４３８）（０．０００）
合計 ９．６３１ ６，４０９ １．４６８ ６，４０９

都市 １０．４１１ ４，３５６ １１．５６３ ０．０００ １．５５５ ４，３５６ １３．０７４ ０．０００
農村 ７．６９２ １，７５３ （１３．２７６）（０．０００） １．２５０ １，７５３ （２．９９）（０．０００）
合計 ９．６３１ ６，１０９ １．４６８ ６，１０９

大 学 卒 業

男子 ２２．６０４ ２，９２１ １３．３３６ ０．０００ ２．４０１ ２，９２１ １１．６３４ ０．０００
女子 １７．５８３ ４，４４８ （１２．３８３）（０．０００） ２．１８７ ４，４４８ （１１．６０６）（０．０００）
合計 １９．５７３ ７，３６９ ２．２７２ ７，３６９

都市 ２０．０４２ ６，１４９ ５．６６２ ０．０００ ２．２９６ ６，１４９ ６．０８５ ０．０００
農村 １７．２０９ １，２２０ （６．９８２）（０．０００） ２．１４８ １，２２０ （５．９２９）（０．０００）
合計 １９．５７３ ７，３６９ ２．２７２ ７，３６９

（資料）Household Socio-Economic Survey 2006の個別結果表。
（注）賃金所得がゼロであるサンプルは除外した。平均値の差の検定は男女間および都市農村間に

ついておこなった。なお，t－値は，分散が等しいと仮定した場合はそのまま表示し，分散が
異なると仮定した場合については，カッコ内に表示した。対数データの平均値は，対数値で
あり指数変換をしないと，通常値と成らない。
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の差の検定を表６の場合と同様におこなったものである。表９によれば，サン

プル数の少ない博士課程修了の男女間において平均賃金所得の差が統計的に認

められなかった以外，各教育水準における男女間および都市農村間に明白な平

均賃金所得差が統計的に認められ，同一教育水準内においても所得格差が存在

している点が観察される。

表１０は，各教育水準別に都市男子，都市女子，農村男子，農村女子，都市計，

農村計，男子計，および女子計の平均賃金所得を示したものである。表１０によ

れば，都市男子と男子計との修士課程修了と博士課程修了との平均賃金所得の

水準が逆転する点を除いて，都市男子，都市女子，農村男子，農村女子，都市

表９ 各教育水準における男女間および都市農村間における賃金平均値格差の検定（２００６年）（つづき）
（平均値の単位：１０００バーツ／月）

生データ 対数データ

平均値

（１）

サンプル数

（２）

平均値の差の検定 平均値

（１）

サンプル数

（２）

平均値の差の検定

t－値
（３）

p－値
（４）

t－値
（３）

p－値
（４）

修士課程修了

男子 ３５．７２７ ３９６ ５．１１２ ０．０００ ２．９３２ ３９６ ６．２２８ ０．０００
女子 ２７．８０７ ３８８ （５．１２０）（０．０００） ２．６５３ ３８８ （６．２２３）（０．０００）
合計 ３１．８０８ ７８４ ２．７９３ ７８４

都市 ３２．３６３ ７０１ ２．０１６ ０．０４４ ２．８１２ ７０１ ２．３２３ ０．０２０
農村 ２７．２０５ ８３ （３．０３７）（０．００３） ２．６３９ ８３ （２．３４３）（０．０２１）
合計 ３１．８０８ ７８４ ２．７９３ ７８４

博士課程修了

男子 ３２．６４２ ５ －０．０３０ ０．９７６ ２．８００ ５ －０．２８７ ０．７７９
女子 ３２．８８３ ９ （－０．０３３）（０．９７５） ２．８８９ ９ （－０．３１４）（０．７６０）
合計 ３２．７９６ １４ ２．８５７ １４

都市
農村
合計

宗教系非一般
教 育 修 了

男子 ４．２１０ ４３６ ３．７８９ ０．０００ ０．７００ ４３６ ５．９１８ ０．０００
女子 ３．１９０ ６５６ （３．５９６）（０．０００） ０．４２４ ６５６ （６．０５９）（０．０００）
合計 ３．５９７ １，０９２ ０．５３９ １，０９２

都市 ４．３５６ ５８０ ６．１８７ ０．０００ ０．６７６ ５８０ ６．６４９ ０．０００
農村 ２．７３８ ５１２ （６．４９１）（０．０００） ０．３７３ ５１２ （６．７０７）（０．０００）
合計 ３．５９７ １，０９２ ０．５３４ １，０９２

未 記 入
・

そ の 他

男子 １３．９１８ １，２０５ ６．４２３ ０．０００ １．８２８ １，２０５ ５．０４１ ０．０００
女子 １０．８９６ １，０００ （６．６６１）（０．０００） １．６５５ １，０００ （５．０８６）（０．０００）
合計 １２．５４７ ２，２０５ １．７５０ ２，２０５

都市 １３．１５１ １，６１９ ４．２６３ ０．０００ １．７９１ １，６１９ ３．９７１ ０．０００
農村 １０．８７９ ５８６ （４．７８１）（０．０００） １．６３７ ５８６ （４．０１０）（０．０００）
合計 １２．５４７ ２，２０５ １．７５０ ２，２０５

（資料）Household Socio-Economic Survey 2006の個別結果表。
（注）賃金所得がゼロであるサンプルは除外した。平均値の差の検定は男女間および都市農村間に

ついておこなった。なお，t－値は，分散が等しいと仮定した場合はそのまま表示し，分散が
異なると仮定した場合については，カッコ内に表示した。対数データの平均値は，対数値で
あり指数変換をしないと，通常値と成らない。
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計，農村計，男子計，および女子計の教育水準の高まりとともに平均賃金が上

昇している点を確認することができる。また，農村女子から，農村男子，都市

女子，都市男子への順に，各教育水準において，平均賃金所得が上昇している

点を確認することができる。

教育水準以外の要因も賃金所得格差に影響を与える。例えば，労働者の類型

による賃金所得格差への影響や，労働者の働く産業による影響等が考えられる。

これらの場合については，付表８と付表９とを参照されたい(10)。

以上の観察結果を，次節の賃金所得関数の定式化に反映させる予定である。

５．賃金所得関数の計測

一般に，賃金格差と教育の関係を数量的に明らかにし，教育投資の収益率を

推定する場合，ミンサー型の賃金関数が計測されてきた(11)。小稿において，ミ

ンサー型賃金関数を考慮し，それを変形した賃金所得関数を計測し，教育水準

の収益率を推定する。このような方式で教育の収益率を推定する場合，教育を

受けながら，家庭の主婦として家事に専念し，何ら賃金所得を得ていないサン

プルや，家内企業に従事している無給の家計構成員のサンプルをいかに対処す

るかが問題であり，多くの推定において，サンプルセレクションモデルを用い

表１０ 都市農村別男女別最終学歴別平均賃金所得（２００６年）
（単位：１ヶ月あたり１０００バーツ）

都 市 部 農 村 部 男子計

（７）

女子計

（８）

合計

（９）
男子
（１）

女子
（２）

小計
（３）

男子
（４）

女子
（５）

小計
（６）

小学校中退 ５．８１ ４．２０ ５．１０ ４．１１ ３．０１ ３．６４ ４．９７ ３．６３ ４．３８
小学校卒業 ６．０８ ４．９７ ５．６４ ４．５７ ３．７５ ４．２４ ５．４０ ４．４１ ５．００
中学校卒業 ８．５７ ６．６９ ７．８３ ６．２８ ５．４９ ５．９８ ７．７４ ６．２７ ７．１７
高等学校卒業 １１．５６ ８．５５ １０．４１ ８．３３ ６．７６ ７．６９ １０．６６ ８．０１ ９．６３
大学卒業 ２３．１２ １８．０３ ２０．０４ ２０．０３ １５．３３ １７．２１ ２２．６０ １７．５８ １９．５７
修士課程修了 ３６．５０ ２８．１７ ３２．３５ ２９．５６ ２４．５５ ２７．２０ ３５．７３ ２７．８１ ３１．８１
博士課程修了 ３２．６４ ３２．８８ ３２．８０ ３２．６４ ３２．８８ ３２．８０
宗教系非一般教育修了 ５．３２ ３．８０ ４．３６ ３．１６ ２．４１ ２．７４ ４．２１ ３．１９ ３．６０
無回答・その他 １４．５９ １１．３８ １３．１５ １１．９８ ９．６３ １０．８８ １３．９２ １０．９０ １２．５５

合計 １１．９６ １０．８０ １１．４２ ６．６２ ５．９１ ６．３１ １０．０３ ９．１６ ９．６４

（資料）Household Socio-Economic Survey 2006の個別結果表。
（注）賃金所得がゼロであるサンプルは除外した。
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て，その対処がなされてきた(12)。したがって，小稿においても，サンプルセレ

クションモデルを採用することとした。

サンプルセレクションモデルを用いた賃金所得関数を計測するためには，前

節までに用いた情報のみでは，情報不足である。したがって，家計構成員中，

１５歳以上７５歳以下で，賃金所得ゼロのサンプルを追加した(13)。

次のようなサンプルセレクションモデルによる賃金所得関数を計測する(14)。

Y1i
＊＝X′1iβ1＋u1i （i＝１……n） （１）

Y2i
＊＝X′2iβ2＋u2i （i＝１……n） （２）

Dummy i＝１ when Y1i
＊＞０ （３‐１）

Dummy i＝０ when Y1i
＊＝０ （３‐２）

logYi＝Y2i
＊ when Y1i

＊＞０ （４‐１）

Yi＝０ when Y1i
＊＝０ （４‐２）

なお，Y1i
＊は賃金所得の有無を示し，Y1i

＊が正の場合のみ賃金所得 Y2i
＊が logYi

として観測され（後の記述を省略するために，対数変換後の形で表現した），

Y1i
＊が正でない場合，賃金所得 Y2i

＊が Yi＝０として観測されるわけである。

X′1iと X′2iとは，それぞれ賃金所得関数の説明ベクトルであり，β1とβ2とは推

定すべきパラメーターベクトルである。そして，u1iと u2iとは確率誤差項であ

る。

すなわち，（１）式で各家計の構成員における賃金所得稼得行動の有無を判別

する。その際，（３‐１）式と（３‐２）式とで示されるように，ダミー変数 Dummy i

によって，（１）式が判別される。そして，（２）式で稼得賃金所得額を決定する。

その際，（４‐１）式と（４‐２）式とで示されるように，賃金所得稼得行動をおこなう

と決定したサンプルのみ実際の賃金所得額 logYiが観測されることになる。

パラメーターの推定に，ヘックマンの二段階推定法が用いられた。まず，（１）

式のβ1をプロビット最尤法によって推定し，β1の推定値を用いて，ハザード

比率を推定し，これを（２）式に加え，最小二乗法を用いてβ2の推定値を得る方

法である(15)。

（１）式の X′1部分については，変数として，経験年数 EX，経験年数の二乗 EX2，

年齢 AG，生徒・学生ダミー PS，男性ダミーMD，結婚の有無ダミーMGD，

タイにおける所得格差要因としての教育効果 －６１－



貧困家計ダミー PD，地域ダミー DRj（バンコク都市部，中央部都市部，中央

部農村部，北部都市部，北部農村部，東北部都市部，東北部農村部，南部都市

部），家計類型ダミー ADk（自作農家家計，小作農家家計，漁家・林業家家計，

企業家家計，技術者・管理者家計，農業労働者等家計，サービス労働者家計，

経済的不活動家計），世帯主年齢ダミー HAl（２０歳から５歳刻みのダミー１１個）

を選択して，β1をプロビット最尤法によって推定した。なお，経験年数は，（年

齢－各教育水準の教育年数－６）とした。各教育水準の教育年数は，Minstry of

Education（２００９）の数値を使用した(16)。プロビット最尤法による推定結果は，

付表１０に示すとおり，所得ゼロとそうでないグループとは，統計的に有意に判

別された(17)。

教育投資の収益率を推定するためのミンサー型賃金関数は，一般に，次式の

ように定式化されてきた。

logYi＝a0＋a1SYi＋ΣbjXji＋ui （４）

ただし，Yi：賃金所得，SYi：教育年数，Xji：その他変数，a0，a1，bj：推

定すべきパラメーター。

そして，パラメーター a1の推定値が，教育の収益率とみなされてきた。しかし，

各個人の学歴に対する教育年数が異なるにもかかわらず，（４）式のような定式

化では，すべての学歴に対して教育の収益率が同一となってしまう。これでは，

教育年数の異なる各教育水準の決定に関して無差別であり，前節の観察結果か

ら鑑みて，（４）式の定式化は，現実的でないといえる。

表８と表１０，および付表４から付表７は，学歴と賃金所得との間に，正の相

関を示している。学歴が高いほど，賃金所得が高くなっている結果より，学歴

が高くなるほど，教育投資の収益率が高くなるという仮説を立てることができ

る。しかし，表７に観察されたように，高賃金所得がえられる高水準の学校教

育を多くの人が受けていない。この理由は，資本制限によって，多くの人が高

水準の教育を受けることができなかったと考えられる。この点については，別

の機会に明らかにする予定である。高学歴になるほど，教育投資の収益率が低

くなるという意見もある(18)。では，人々は，どうして高水準の教育を受けるの

であろうか。収益率が低くなるのであれば，人々は，高い水準の教育を受けな

－６２－ タイにおける所得格差要因としての教育効果



いはずである。経済学的説明を求めるのであれば，高い水準の教育を受けるた

めに，教育投資の収益率が高くなることが必要であるといえる。

また，表９は，同一学歴でも都市農村間，および男女間において賃金所得に

格差の存在を示しており，都市間および男女間において，教育投資の収益率に

差異が存在する点を示唆している。これらの点を考慮して，ミンサー型賃金関

数を変形して，賃金所得関数を次のように変形したモデルに定式化した。

logYi＝a0＋a1SYUMi
2＋a2SYUFi

2＋a3SYRMi
2＋a4SYRFi

2

＋ΣbjXji＋c RATIOi＋ui （５）

ただし，Yi：賃金所得，SYUMi：都市男子教育年数，SYUFi：都市女子教育

年数，SYRMi：農村男子教育年数，SYUMi：都市男子教育年数，Xji：

その他変数，RATIOi：ハザード比率，a0，a1，a2，a3，a4，bj，c：

推定すべきパラメーター。

なお，SYUMi，SYUFi，SYRMi，SYUMiに各対応しないサンプルの部分には，ゼロ

が挿入されている(19)。

この場合，投資の収益率は，例えば，都市男子の場合，

２a1SYUM （６）

となって，教育年数によって異なり，高学歴になるに従って，すなわち，教育

年数の増加とともに高収益率が得られるように定式化されている点がわかる。

都市女子，農村男子，および農村女子の各教育水準の教育投資の収益率は，同

様に計算できる。なお，（５）式におけるハザード比率は，サンプルセレクショ

ンモデルに対応するための変数である。

（５）式を最小二乗法で推定すれば，パラメーター a1，a2，a3，a4の推定値に同

時方程式バイアスが存在することになる。同時方程式バイアスを回避するため

に，一般に，操作変数法が用いられる(20)。しかし，（５）式に操作変数法を直接

対応させるには，内生変数に対応する説明変数が，４個存在し，適切な操作変

数を，限られたサンプル情報から見つけることが困難であった。したがって，

まず，次式の教育水準関数，

SYi＝a0＋a1AGi＋a2FDi＋ΣbjHEji＋ΣcjDRji＋a3ADi＋a4PDi＋ui （７）

ただし，SYi：教育年数，AGi：年齢，FDi：女子ダミー変数，HEji：小学
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校卒業を基準とした世帯主教育水準ダミー変数，DRji：南部農村

部を基準とした地域別都市農村別ダミー変数，ADi：家計類型ダ

ミー変数，PDi：貧困家計ダミー変数，a0，a1，a2，a3，a4，bj，cj：

推定すべきパラメーター。

のパラメーターを推定し，それを用いて，教育年数 SYiの推定値を得，この推

定値を，各サンプルの対応する（５）式の SYUMi，SYUFi，SYRMi，SYUMi，に配分し

た。そして対応しないサンプルには，ゼロを挿入した。（７）式の最小二乗法に

よる計測結果は表１１に示される。なお，教育年数の説明変数は，世代間の教育

表１１ 教育年数関数の推定結果（２００６年）

回帰式（１） 回帰式（２）

係数

（１）

t－値

（２）

有意水準
P＞｜t｜
（３）

係数

（４）

t－値

（５）

有意水準
P＞｜t｜
（６）

年齢 AG －０．０６８３ －９９．８３０ ０．０００ －０．０７８０ －２２８．６２０ ０．０００
女子ダミー変数 FD －０．２０８７ －１０．３１０ ０．０００ －０．１０６２ －１０．５６０ ０．０００
世帯主学歴ダミー変数
小学校中退 HE1 －０．４９６５ －１５．７８０ ０．０００ －０．３２４７ －２０．７２０ ０．０００
中学校卒業 HE3 １．７６６８ ４１．３９０ ０．０００ １．６８８８ ７９．３７０ ０．０００
高等学校卒業 HE4 ３．０３８９ ７１．９１０ ０．０００ ２．８１７３ １３３．１２０ ０．０００
大学卒業 HE5 ５．５９３７ １１３．８７０ ０．０００ ４．３３２１ １７４．２６０ ０．０００
修士課程修了 HE6 ６．８６７０ ６４．８２０ ０．０００ ５．５４６６ １０５．１９０ ０．０００
博士課程修了 HE7 １０．１０８５ １５．８５０ ０．０００ ９．２２２３ ２９．１８０ ０．０００
宗教系非一般教育修了 HE8 １．７９２５ ３５．３１０ ０．０００ １．８０８９ ７１．０６０ ０．０００
無回答・その他 HE9 －２．３０２０ －３６．０７０ ０．０００ －１．７１４１ －５３．１４０ ０．０００
地域ダミー変数
バンコク都市部 DR1 ０．６１９８ １０．５６０ ０．０００ ０．８２０８ ２８．２３０ ０．０００
中央部都市部 DR2 ０．１９４９ ３．９００ ０．０００ ０．２２２９ ９．０１０ ０．０００
中央部農村部 DR3 －０．０６８２ －１．３５０ ０．１７８ －０．０４６６ －１．８６０ ０．０６３
北部都市部 DR4 ０．２５２４ ４．９９０ ０．０００ ０．２８６３ １１．４３０ ０．０００
北部農村部 DR5 －０．１８５０ －３．４４０ ０．００１ －０．１５４０ －５．７８０ ０．０００
東北部都市部 DR6 ０．０５５４ １．１２０ ０．２６４ ０．０６４４ ２．６２０ ０．００９
東北部農村部 DR7 －０．４１６６ －７．７９０ ０．０００ －０．３９１９ －１４．７９０ ０．０００
南部都市部 DR8 ０．１７２０ ３．０７０ ０．００２ ０．１９５２ ７．０４０ ０．０００

家計類型ダミー変数
自作農家家計 AD1 －０．６２７２ －１５．１１０ ０．０００ －０．５２７４ －２５．６４０ ０．０００
小作農家家計 AD2 －０．８８９９ －１４．０８０ ０．０００ －０．７２０９ －２３．０２０ ０．０００
漁業・林業家家計 AD3 －０．９５１９ －１１．５２０ ０．０００ －０．８０９３ －１９．７７０ ０．０００
企業家家家計 AD4 －０．３３７５ －９．２２０ ０．０００ －０．３４３５ －１８．９３０ ０．０００
技術者・管理者家計 AD5 １．２３０１ ２７．３２０ ０．０００ １．５７１５ ７０．３１０ ０．０００
農業労働者等家計 AD6 －１．０２９８ －１７．７１０ ０．０００ －０．９２０８ －３１．９５０ ０．０００
サービス労働者家計 AD7 －０．３００９ －７．５６０ ０．０００ －０．３３４７ －１６．９６０ ０．０００
経済的不活動家計 AD8 －０．８６９０ －２０．３３０ ０．０００ －０．８５２１ －４０．２３０ ０．０００
貧困家計ダミー PD －０．３６９５ －１２．２８０ ０．０００ －０．３６７２ －２４．５９０ ０．０００
残差ダミー変数 Ⅰ D1 －４．０３２７ －３０４．３６０ ０．０００
残差ダミー変数 Ⅱ D2 ４．５３８２ ３５４．３３０ ０．０００
定数項 const ９．８９１０ １４９．５１０ ０．０００ ９．９５６８ ３０２．１２０ ０．０００

自由度調整済み決定係数 ０．４０９３ ０．８５５０
F－値 ２，７７４ ２１，９６８
サンプル数 １０８，０３８ １０８，０３８
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水準の連鎖を考慮した小学校卒業を基準とした世帯主教育水準ダミー変数と，

都市農村ダミー変数と地域別ダミー変数を統合し，南部農村を基準とした地域

別都市農村別ダミー変数と，家計類型ダミー変数と貧困家計ダミー変数とから

成り立っている(21)。

（７）式の教育水準関数の推定結果は，表１１に示される。なお，最初の推定結

果は，回帰式（１）に示されるように，その決定係数が低く，欠落した説明変数

の存在を示した。欠落した説明変数を調査表の限られた情報から見つけ出すこ

とができなかったので，次善の策として，計測結果の残差を用いてダミー変数

D1と D2とを作成し，再度，賃金所得関数を計測した(22)。表１１の回帰式（２）に

よれば，パラメーターの推定結果は，統計学的に満足いく結果となっている。

表１１の回帰式（２）のパラメーターの推定値を用いて，（７）式から各年の個々のサ

ンプルの教育年数を推定し，この推定値を用いて（５）式の賃金所得関数のパラ

メーターを推定した。

（５）式の賃金所得関数の計測に際し，（５）式におけるその他変数として，経験

年数 EX，経験年数の二乗 EX2，および，南部農村を基準とした地域別都市農

村別ダミー変数 DRjを使用した。

（５）式の賃金所得関数の計測結果は，表１２に示される。なお，最初の推定結

果は，回帰式（１）に示されるように，その決定係数が低く，欠落した説明変数

の存在を示した。欠落した説明変数を調査表の限られた情報から見つけ出すこ

とができなかったので，次善の策として，計測結果の残差を用いてダミー変数

D1と D2とを作成し，再度，賃金所得関数を計測した(23)。表１２の回帰式（２）に

よれば，パラメーターの推定結果は，統計学的にも経済学的にも満足いく結果

であった。残差の中に，内生変数に相当する要素部分が含まれているおそれが

あるが，無視することにした。この点は，今後の検討課題である。

表１２の回帰式（２）の計測結果より，次の点が指摘できる。すなわち，経験年

数の係数は正であり，経験を経るにしたがって賃金所得の上昇を意味し，妥当

な結果である。また，経験年数の二乗の係数は負であり，経験を経るにした

がって賃金所得が上昇するが，その上昇率が逓減することを意味し，妥当な結

果である。これらの結果は，過去に各国で計測されたミンサー型賃金関数の計
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測結果と同一である。

また，都市別男女別教育年数の二乗の係数が全て正で，統計的にゼロと有意

差があり，期待どおりの結果となっている。すなわち，教育年数の増加＝高学

歴になるにしたがって，教育の収益が高くなることが推測できる。また，都市

農村間および男女間の賃金格差を反映した係数の大きさとなっている。した

がって，計測結果は，経済学的見地からも妥当であるといえる。したがって，

表１２の賃金所得関数の計測結果は，以下の分析に有効であるといえる。

（５）式による賃金関数の計測結果を用いた教育の収益率は，教育終了年数と

線形関係を保つように定式化されている。これは一つの仮説であり，現実はそ

うでないかもしれない。したがって，この点を確認するために，（２）式を，

Byron and Takahashi（１９８９）を参考に，次のように定式化した。

logYi＝a0＋a1EXi＋a2EXi
2＋ΣbjDEji＋ΣckXki＋ui （８）

ただし，Yi：賃金所得，EXi：経験年数，DEji：教育水準ダミー変数，Xki：

その他変数，a０，a１，a２，bj，ck：推定すべきパラメーター。

表１２ 賃金所得関数（その１）の推定結果（２００６年）

回帰式（１） 回帰式（２）

係数

（１）

t－値

（２）

有意水準
P＞｜t｜
（３）

係数

（４）

t－値

（５）

有意水準
P＞｜t｜
（６）

経験年数 EX ０．０４２２ ３４．４８０ ０．０００ ０．０３９０ ６４．４３０ ０．０００
経験年数の二乗 EX2 －０．０００６ －２５．６８０ ０．０００ －０．０００５ －４４．８１０ ０．０００
都市男子教育年数の二乗 SYUM ０．００６２ ７９．５９０ ０．０００ ０．００５９ １５２．２９０ ０．０００
都市女子教育年数の二乗 SYUF ０．００５６ ７５．１５０ ０．０００ ０．００５３ １４３．９８０ ０．０００
農村男子教育年数の二乗 SYRM ０．００７１ ５１．３２０ ０．０００ ０．００７５ １０８．６５０ ０．０００
農村女子教育年数の二乗 SYRF ０．００６５ ４５．４７０ ０．０００ ０．００６６ ９４．４３０ ０．０００
地域ダミー変数
バンコク都市部 DR1 ０．６９９１ ２７．０５０ ０．０００ ０．８１８１ ６３．８５０ ０．０００
中央部都市部 DR2 ０．４２９９ １８．６１０ ０．０００ ０．６１８２ ５３．９４０ ０．０００
中央部農村部 DR3 ０．１６１１ ７．５００ ０．０００ ０．１９７６ １８．５６０ ０．０００
北部都市部 DR4 ０．１３０４ ５．３６０ ０．０００ ０．２０９２ １７．３５０ ０．０００
北部農村部 DR5 －０．４６５８ －１８．８１０ ０．０００ －０．４０５３ －３３．０３０ ０．０００
東北部都市部 DR6 ０．１７１９ ７．１５０ ０．０００ ０．２６５８ ２２．２９０ ０．０００
東北部農村部 DR7 －０．５２７８ －２０．７４０ ０．０００ －０．４５４７ －３６．０６０ ０．０００
南部都市部 DR8 ０．３７７６ １４．５４０ ０．０００ ０．５３６３ ４１．６６０ ０．０００
残差ダミー変数 Ⅰ D1 －１．２８９９ －２２３．１００ ０．０００
残差ダミー変数 Ⅱ D2 １．０４０３ １８６．８８０ ０．０００
ハザード比率 RATIO －０．５６６８ －５４．７４０ ０．０００ －０．６０２８ －１１６．４２０ ０．０００
定数項 const ９．４７１９ ３７３．７４０ ０．０００ ９．４３５９ ７４３．３３０ ０．０００

自由度調整済み決定係数 ０．４０３５ ０．８５３７
F－値 １，７４６ １３，２７７
サンプル数 ３８，７０９ ３８，７０９

－６６－ タイにおける所得格差要因としての教育効果



教育水準ダミー変数として，無教育と小学校中退とを基準に，小学校卒業，中

学校卒業，高等学校卒業，大学卒業，修士課程修了，博士課程修了，および宗

教系非一般教育修了について，都市部の男子と女子，および農村部の男子と女

子の４系列を作成した。その他変数は，サンプルセレクションモデルに対応す

るためのハザード比率であり，残差を基に作成した場合の残差ダミー変数であ

る。なお，あまりにも多数の内生変数となるダミー変数に対応する外生変数を

見いだすことができず，操作変数法が使えず，（８）式の計測は，最小二乗法の

みによることとなった。この点は，今後の課題である。

最小二乗法による（８）式の賃金所得関数の計測結果が表１３に示される(24)。な

お，推定されたパラメーターは，ほとんど統計的に有意であったが，教育水準

ダミー変数の係数が，負値となった係数が存在し，これら変数を除外した場合

も計測した。この結果は，表１３の回帰式（２）に示される。

表１３の回帰式（２）のパラメーターの推定値に注目すれば，経験年数のパラメー

ターの推定値は正であり，経験を経るにしたがって賃金所得の上昇を意味し，

妥当な結果である。また，経験年数の二乗のパラメーターの推定値は負であり，

経験を経るにしたがって賃金所得が上昇するが，その上昇率が逓減することを

意味し，妥当な結果である。次に，都市部の男子と女子および農村部の男子と

女子に対する各教育水準ダミーのパラメーターの推定値に注目しよう。各変数

のパラメーターの推定値は期待どおりのプラス符号を示し，学歴の上昇ととも

に，それらのパラメーターの推定値が上昇している点が確認できる。これは，

教育水準が高いほど，高賃金所得を得ていることを意味し，妥当な結果である

といえる。したがって，賃金所得関数の計測結果は，以下の分析に有効である

といえる。

６．教育投資の収益率

都市農村部別男女別の各教育水準に対する教育投資の収益率は，（５）式によ

る賃金所得関数の計測結果を示す表１２の回帰式（２）のパラメーターの推定値を

用い，（６）式の例にしたがって推定できる。その推定結果は，表１４に示される。

タイにおける所得格差要因としての教育効果 －６７－
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なお，列方向と行方向とにおける平均は，表７の都市農村別男女別教育水準別

サンプル数による加重平均値である。

表１４によれば，男子および女子の都市農村間の収益率格差は，農村の方が大

きいが，その差はわずかである。農村部の男子および女子の中等教育および高

等教育への投資は，経済的に十分引き合うものであり，その投資は，現在の男

子および女子の都市農村間の賃金所得格差の解消への有力な手段であるといえ

る。

都市部の男女間の収益率は，女子の方が小さくなっているが，女子の収益率

の数値からみて，都市部の女子の中等教育および高等教育への投資は，経済的

に十分引き合うものであり，それは都市部の女子賃金所得を引き上げるもので

あり，都市部の男女間の賃金所得格差の解消への有力な手段であるといえる。

農村部の男女間の収益率は，女子の方が小さくなっているが，女子の収益率

の数値からみて，農村部の女子の中等教育および高等教育への投資は，経済的

に十分引き合うものであり，それは農村部の女子賃金所得を引き上げるもので

あり，農村部の男女間の賃金所得格差の解消への有力な手段であるといえる。

タイ国全体でみた場合の教育の平均収益率は，表１４における平均値の部分に

おける平均の平均部分に表され，１０．４％となっている。

表１４ 都市農村別男女別教育の収益率（２００６年，その１）

都 市 農 村 平 均

（６）
男子
（２）

女子
（３）

男子
（４）

女子
（５）

小学校卒業 ３．５ ３．２ ４．５ ４．０ ３．８
中学校卒業 ７．１ ６．４ ９．０ ７．９ ７．６
高等学校卒業 １０．６ ９．５ １３．５ １１．９ １１．２
高等学校卒業 １４．２ １２．７ １８．０ １５．８ １４．６
大学卒業 １８．９ １７．０ ２４．０ ２１．１ １８．５
修士課程修了 ２１．２ １９．１ ２７．０ ２３．８ ２０．７
博士課程修了 ２６．０ ２３．３ ３３．０ ２９．０ ２４．３
宗教系非一般教育修了 １０．６ ９．５ １３．５ １１．９ １１．２

平 均 １０．６ １０．６ １０．４ ９．８ １０．４

（注）賃金所得関数（その１）の計測結果よりの推定値である。平均は，サ
ンプル数にて加重平均した数値である。

タイにおける所得格差要因としての教育効果 －６９－



次に，（８）式によって定式化された賃金所得関数の計測結果より，教育の収

益率の推定を試みる。（８）式は片対数式となっている。これを元の形に戻せば，

確率誤差項を除いて，次式で表現できる。

Yi＝Π（１＋gj）DEji exp（a0＋a1EXi＋a2EXi
2＋ΣckXki） （９）

したがって，（８）式の係数 bjは（９）式における log（１＋gj）に対応する。各教育

水準 DEjの教育年数を njとした場合，各教育水準の収益率 hjは，

（１＋hj）nj＝bj

より

hj＝exp（bj/nj）－１ （１０）

として推定できる(25)。

表１５は，表１３の回帰式（２）の計測結果を用いて，（１０）式にしたがって推定さ

れた都市農村別男女別の教育水準別教育投資に対する収益率である。なお，列

方向の平均と行方向の平均とは，表７の都市農村別男女別教育水準別サンプル

数による加重平均値である。平均値は，収益率が計算されなかったセルをゼロ

として計算されているために小さな値となっている。

表１５によれば，都市部男子の収益率は，小学校卒業より高等学校卒業まで低

下を示し，高等学校卒業後大学卒業まで上昇し，その後，低下している。すな

表１５ 都市農村別男女別教育の収益率（２００６年，その２）

都 市 農 村 平 均

（５）
男子
（１）

女子
（２）

男子
（３）

女子
（４）

小学校卒業 ２５．０ ９．４ １０．２
中学校卒業 １６．８ １４．８ ９．６ ９．５ １３．７
高等学校卒業 １３．８ １３．１ １１．５ １１．４ １３．０
大学卒業 １７．８ １６．５ １６．５ １５．３ １６．８
修士課程修了 １５．５ １４．３ １３．２ １４．６ １４．８
博士課程修了 １４．４ １６．７ １５．９
宗教系非一般教育修了 １．８ ０．３

平 均 １３．６ １０．６ ４．３ ４．６ ９．５

（注）賃金所得関数（その２）の計測結果よりの推定値である。平均は，サ
ンプル数にて加重平均した数値である。なお，平均値計算の際，スペー
スはゼロとした。
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わち，都市部男子の場合，収益率は，上下を繰り返しながら上昇している。こ

れは，初等教育，中等教育，および高等教育におけるそれぞれの収益率曲線が

あり，初等教育から中等教育へ，中等教育から高等教育へいくにしたがって，

収益率曲線が右へシフトしている結果であると理解できる。都市部男子の初等，

中等，および高等教育の収益率曲線が右へシフトしたと考えられる状況から，

都市部女子，農村部男子，および農村部女子の各教育水準における収益率の変

動をも，同様に理解することができる。

都市農村別男女別の中等教育以上の収益率は，見かけ上，近似的で，大差が

存在しない点が観察される。したがって，都市農村間および男女間における所

得格差の解消には，中等教育以上の教育投資は有効であるといえる。この点は，

初等教育から中等教育へ，中等教育から高等教育へいくにしたがって，収益率

曲線が右へシフトするという仮説によっても支持されるといえる。

Card（１９９９）のサーベイによれば，通常最小二乗法による教育の収益率の推

定値に比べて，同時方程式バイアスを考慮した操作変数法による推定値は，大

きくなっている。したがって，表１５の収益率の推定値は，通常最小二乗法によ

る推定値であるので，控えめな推定値となっているといえる。

表１５における都市農村別男女別教育水準別の教育の収益率の平均値である

９．５％は，表１４のそれの１０．４％と近似的であり，（５）式によって定式化された賃

金所得関数のパラメーターの推定値を用いて得られた表１４の教育投資の収益率

を支持しているといえる。したがって，表１４における教育投資の収益率の推定

値は妥当なものであると結論できる。表１４における平均値の部分におけるタイ

国全体でみた場合の教育の平均収益率１０．４％を，他の研究の収益率の推定値と

の比較を以下に試みる。

まず，Psacharopulos and Patrinos（２００２）（２００４）によって引用されたタイ国

についての過去の推計結果と比較してみよう。Schultz（１９９４）の１９８９年の収益

率は，初等教育の収益率１６．０％と中等教育の収益率１２．９％と高等教育の収益率

１１．８％となって，教育水準の上昇とともに収益率が低下している。この結果は，

計測対象時期が異なっているが，小稿の結果と逆になっている。表７の高等

教育修了者の少ないことや，表１０の教育水準の上昇とともに平均賃金所得が
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上昇している点から，Schultz（１９９４）の結果は受け入れられないといえる。

Psacharopulos（１９９４）の１９７２年における男女別収益率は，男子：９．１％，女子：

１３．０％となっている。小稿の表１４の結果は，平均においてこのように差が開い

ていなくて，両者近似的である。計測対象時期が，３０年以上も異なっているた

めに比較困難であるかもしれない。Patrinos（１９９５）のタイ国全体の収益率は，

１９７１年：１０．４％，１９８６年：１２．４％，１９８９年：１１．５％となっている。小稿の表１４

の平均値の平均値である１０．４％と近似的な値となっている。Patrinos（１９９５）

の推定方法が不明であるので，Patrinos（１９９５）の推定値が小稿の結果を支持

しているかどうか，不明である。

Blaug（１９７６）の収益率は，費用便益分析で推定したものであり，彼の表７

によれば，初等教育から高等教育にしたがって，男子の場合，２３％から８％へ

低下を示し，女子の場合も，１３％から７％へ低下を示している。計測対象が，

１９７０年ということで，比較対象と成らないことと，Schultz（１９９４）の収益率に

対する批判と同一の結果となっている。したがって，小稿の計測結果と比較で

きないといえる。

Warunsiri and McNown（２００９）は，１９８６‐２００５の期間の労働力調査から疑似

パネルデータを作成し，ミンサー方程式を推定した。彼らは数多くの回帰式を

計測しているが，彼らは，収益率は１４‐１６％であり，男子より女子の収益率が

高く，農村労働者より都市労働者の方が高い収益率であったと結論づけている。

第５節の（４）式のミンサー方程式による収益率の推定は，すべての学歴に対し

て，教育の収益率が，同一となってしまい，教育年数の異なる各教育水準の決

定に関して無差別であり，表７や表１０の観察結果から，ミンサー方程式による

収益率の推定は，現実的でないといえる点は，すでに指摘したとおりである。

彼等は，疑似パネルデータにより，推定結果に対するバイアス回避に対応した

ものの，小稿の収益率推定結果の方が勝っているといえる。

過去の教育の収益率の推計値は，表１４の収益率の推定値を十分に支持するも

のでなかった。しかし，小稿の推論の過程から判断して，表１４の推計値が現時

点で，最善のものであると考える。
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７．むすび

貧困解消の手段として，また，所得格差解消手段として，教育投資の有効性

が指摘され，タイにおいても，教育投資が実施されてきた。しかし，２００６年時

点に，タイの貧困水準以下の家計が約２０％も存在し，貧困問題は解消せず，依

然として所得格差が存在している。したがって，所得格差解消手段として，教

育投資が，現時点においても有効である点を示すことを，小稿の課題とした。

そのために，タイの社会経済調査の２００６年調査対象の個別結果表を用い，ミン

サー型賃金関数の変形モデルを計測し，各教育水準における教育投資の収益率

を推定することによって，課題への解答を以下のように求めた。

まず，記述統計によって，所得格差の存在を示した。それは，都市農村別１

人あたり１ヶ月賃金所得の相対度数のヒストグラムと，男女別１人あたり１ヶ

月賃金所得の相対度数のヒストグラムとを描くことによって知ることができた。

加えて，男子平均賃金所得は女子のそれより高く，都市平均賃金所得は農村部

のそれより高く，都市部の男子賃金所得が女子のそれより高く，そして，農村

の男子賃金所得が女子のそれより高い点が平均値の差の検定によって確認され

た。これらの分類による所得格差は，最終学歴による教育水準の分類において

も確認された。

教育水準を，男女別に比較した場合，大学卒業女子を例外として，女子に較

べ，男子の高学歴比率が観察され，都市農村別に比較した場合，農村に較べ，

都市の高学歴の比率が高い点が観察され，都市内部および農村内部における男

女別に比較した場合，女子に較べて男子の高学歴の比率の高い点が観察された。

そして，賃金所得と教育水準との間に，正の相関の存在することが確認され

た。

サンプルセレクションモデルにより，ミンサー型の賃金所得格差を説明する

モデルの変形モデルが定式化され，パラメーターが推定された。ミンサー型を

変形した賃金所得関数の説明変数の主要部分は，都市男子の教育年数の二乗，

都市女子の教育年数の二乗，農村男子の教育年数の二乗と農村女子の教育年数

の二乗とであり，高学歴になるにしたがい，賃金所得が高くなるように定式化
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された。問題は，最小二乗法でこの賃金所得関数を計測した場合，これら４つ

の変数のパラメーターの推定値に同時方程式バイアスが含まれる点である。こ

の問題の解消策として，別途，教育年数関数を計測し，その計測結果を用いた

教育年数の推定値を用いて，定式化した賃金所得関数を計測した。計測結果は，

統計学的にも，経済学的にも満足いく結果であった。なお，この場合の賃金所

得関数は，教育年数と賃金所得とが線型になるように定式化されているが，こ

の点を検証するために，別の賃金所得関数を計測した。それは，都市農村別男

女別かつ教育水準別ダミー変数による賃金所得関数であり，計測結果は，上記

の賃金所得関数の計測結果を良く支持するものであった。

賃金所得関数の計測結果を用いて，都市農村別男女別各教育水準における各

教育水準に対する収益率を推定した。推定された収益率は，教育水準の上昇と

共に上昇した。この結果は，初等教育，中等教育，および高等教育におけるそ

れぞれの収益率曲線があり，初等教育から中等教育へ，中等教育から高等教育

へいくにしたがって，収益率曲線が右へシフトしている結果を反映した結果で

あると理解された。

都市農村別男女別の中等教育以上の収益率は，見かけ上，男子の方が大きい

が，それらは女子の場合と近似的であり，都市農村間および男女間における所

得格差の解消には，都市および農村の男女の中等教育以上への教育投資は有効

であることを示しているといえる。

注

＊：小稿は，2010年度日本学術振興会科学研究費補助金「疑似パネルデータ利用によ
るインドネシアとタイ農家家計の貧困要因の比較研究」（課題番号：21580284，研究
代表者：新谷正彦）における研究成果の一部である。

(1) 最近の成果は，本台・新谷（2008）と新谷（2010）にまとめられている。参照さ
れたい。

(2) タイの教育投資の収益率の推定に関して，Warunsiri and McNown（2009）が引用し
た文献が3本あるが，筆者は，現時点で，チェックできていない。

(3) 2006年の社会経済調査の公刊物である National Statistical Office（2007）の全国版に
よった。

(4) 調査表における municipal areaを都市部，non- municipal areaを農村部とした。
(5) 橘木・浦河（2006）にしたがって，（等価所得）＝（世帯所得）/（世帯人員）eより各家

計について計算した。なお，eは等価尺度で，0.5を用いた。
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(6) 貧困判別基準は，地域別に，または地域別都市農村別に作成することができ，そ
の基準にしたがって貧困家計を分類できるが，今回は，全国レベルの判別基準で
分類した。この場合，1人あたり1ヶ月あたり等価所得の中位数は，12,205バーツで
あり，貧困判別基準は，6,102.5バーツであった。

(7) 1人あたり1ヶ月あたり等価所得と1ヶ月あたり家計所得との相関表は，付表3に示
される。付表3によれば，両者の間に密接な相関関係が存在することが観察される。

(8) National Statistical Office（2007）によれば，稼得所得の内，賃金・サラリーの比率
は，全国平均で，55％におよんでいる。

(9) 調査表には詳細に中退のレベルが記録されているが，小学校の場合以外，すべて
切捨てた。また，職業中学校卒業と職業高等学校卒業とが記録されているが，そ
れぞれ中学校卒業および高等学校卒業とした。加えて，各学校卒業後の追加コー
ス修了も切捨てた。そして，宗教系一般教育過程修了者は教育年数に従って対応
する学校卒業とした。大学の薬剤師課程修了者は，修了に6年を要するので，修士
課程修了とした。

(10) 付表8に無給家族労働者の賃金分布が載っている。これは，賃金の部分に食事等財
貨・サービスで支給された金額評価額が含まれているためである。

(11) ミンサー型賃金関数，およびその簡明な説明については，Mincer（1980）と澤田
（2003）を参照されたい。

(12) 例えば，古くは，Spector and Mazzeo（1980）を参照されたい。
(13) 15歳以上75歳以下の家計構成員中，賃金所得ゼロのサンプルすべてを追加した。
(14) 雨宮（1985）によるタイプⅡのトービット・モデルは，サンプルセレクションモ
デルと同一である。したがって，小稿において，この方法を用いる。なお，実際
の推定方法については，縄田（1992）が参考になった。

(15) 縄田（1992）には，この課程の要領良い説明がなされている。
(16) 教育年数は，小学校中退：3年，小学校卒業：6年，中学校卒業：9年，高等学校卒

業：12年，大学卒業：16年，修士糧修了：18年，博士課程修了：22年，宗教系非
一般教育課程修了：9年，薬剤師課程修了：18年，不明その他は：0年とした。な
お，調査表には，卒業または修了の前に1年刻みで修了したことが記されているが，
簡単化のために，これらの途中修了は，すべて前の教育水準で卒業したか，修了
したとした。職業教育の教育年数はすべて普通教育と同一とした。宗教系非一般
教育課程修了のための年数については，筆者にとって不明であり，便宜的に，中
学校卒業と同一年数とした。なお，1978年度に教育制度の改革があり，従来の初
等教育（下級4年，上級3年），中等教育（下級3年，上級2年）および高等教育（大
学，教員養成，技術教育，軍および警察系教育）が小中高の6.3.3制となった。し
たがって1978年以前に，小学校卒業が最終学歴である場合，教育年数を7年とし，
中学校卒業が最終学歴である場合，教育年数を10年とした。

(17) 対数尤度値がマイナス44,932となって，繰り返し計算は，収束した。選択された変
数の係数は統計的にすべて有意であり，Waldの検定数値も0.0000の確率で有意で
あり，所得ゼロとそうでないグループは，統計的に有意に判別された。

(18) タイの計測例において，Schultz（1994）の収益率は，初等教育の収益率16.0％と中
等教育の収益率12.9％と高等教育の収益率11.8％となっている。なお，Schultz
（1994）の収益率は，Psacharopulos and Patrinos（2002）（2004）からの引用である。
また，インドネシアの計測例において，McMahon and Boediono（1992）の収益率
は，中等教育の収益率11.0％と高等教育の収益率5.0％となっている。

(19)（5）式の第2項，第3項，第4項と第5項とは，教育年数の二乗に対する都市男子，都
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市女子，農村男子と農村女子とのパラメーターダミーである。これらを分割して（5）
式のように表示した。

(20) サーベイ論文として，Card（1999）が参考になった。
(21) 新谷（2010）の第4章で取り上げた貧困の連鎖を想定し，小稿の第2節で定義した

貧困水準以下の家計を貧困家計とした。
(22) 残差ダミーの作成は，残差の最大値と最小値とより判断し，まず，任意の境界値
を選択し，残差の絶対値がそれより大きい場合を1としたダミー変数を正の場合と
負の場合について2個作成した。そして，決定係数が最大となる境界値を選択し，
その結果を表示した。

(23) 注22と同様に残差ダミーを作成した。
(24) 残差ダミーの作成は，（7）式の計測の場合と同様に，作成した。この場合，残差ダ

ミーの追加によって，決定係数が非常に改善された。ダミー変数導入以前の結果
が表示されていないが，Griliches（1977）が指摘する状況がよく現れた結果となっ
た。

(25) ここでの考え方は，Halvorsen and Palmquist（1980）に負っている。
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付表１ １人あたり等価所得階級別地域別家計サンプルの分布（２００６年）
（階級単位：１，０００バーツ／月）

バンコク 中 央 部 北 部 東 北 部 南 部 合 計

都市部
（１）

都市部
（２）

農村部
（３）

都市部
（４）

農村部
（５）

都市部
（６）

農村部
（７）

都市部
（８）

農村部
（９）

都市部
（１０）

農村部
（１１）

合計
（１２）

２未満 １ ４７ ５３ １０９ １８４ １０４ １６４ １３ ４８ ２７４ ４４９ ７２３
２以上４未満 １１ ２４８ ２８９ ５３７ ７２１ ５５３ ７５０ １１６ １７９ １，４６５ １，９３９ ３，４０４
４以上６未満 ４２ ４５３ ５２９ ７４７ ８４９ ８１６ ９２３ ２３７ ２６５ ２，２９５ ２，５６６ ４，８６１
６以上８未満 １３２ ６０３ ６５９ ７６２ ６６８ ８０３ ７１０ ３３１ ３１７ ２，６３１ ２，３５４ ４，９８５
８以上１０未満 １６１ ６２６ ６１５ ６９１ ４６３ ６９７ ４８２ ３５２ ２６４ ２，５２７ １，８２４ ４，３５１
１０以上１２未満 １８２ ６７７ ５５４ ５３０ ３４８ ５８５ ３１０ ２９５ ２３０ ２，２６９ １，４４２ ３，７１１
１２以上１４未満 ２１４ ６２９ ４７３ ４７９ ２２８ ４９８ １９１ ２７９ ２０７ ２，０９９ １，０９９ ３，１９８
１４以上１６未満 １９６ ５２９ ３７３ ３８４ １６３ ４１９ １８５ ２３１ １６９ １，７５９ ８９０ ２，６４９
１６以上１８未満 １５９ ４５９ ３３５ ３１７ １２３ ３１２ ９１ ２０８ １４９ １，４５５ ６９８ ２，１５３
１８以上２０未満 １４９ ３８２ ２６３ ２５２ １０８ ２７８ ９０ １７６ １１４ １，２３７ ５７５ １，８１２
２０以上２２未満 １３８ ３３８ ２０２ ２３１ ９２ ２３３ ７６ １３８ ８６ １，０７８ ４５６ １，５３４
２２以上２４未満 １１２ ２６２ １５８ １６８ ６１ ２０９ ４０ １４２ ６７ ８９３ ３２６ １，２１９
２４以上２６未満 １０５ ２２２ １２８ １７５ ７１ １８９ ５０ １０４ ６２ ７９５ ３１１ １，１０６
２６以上２８未満 ７８ １８４ １１０ １４４ ４９ １６１ ４５ １０５ ６３ ６７２ ２６７ ９３９
２８以上３０未満 ８０ １６７ １０９ １２６ ４６ １５２ ３２ １０８ ４６ ６３３ ２３３ ８６６
３０以上３２未満 ６９ １５５ ８８ １０４ ２５ １４０ ２５ ７０ ３５ ５３８ １７３ ７１１
３２以上３４未満 ５９ １４９ ７８ ９２ ３１ １３０ １８ ６９ ３０ ４９９ １５７ ６５６
３４以上３６未満 ５０ ８６ ７６ １０５ ２５ １３１ ２６ ６２ １９ ４３４ １４６ ５８０
３６以上３８未満 ５０ １１９ ５７ ９０ １７ １０４ １１ ５１ １６ ４１４ １０１ ５１５
３８以上４０未満 ５８ ９０ ５１ ７４ ８ ７５ １１ ４６ １７ ３４３ ８７ ４３０
４０以上 ７１６ ８３４ ４２９ ６７６ １４８ ９１３ １０３ ４７２ １７８ ３，６１１ ８５８ ４，４６９

合計 ２，７６２ ７，２５９ ５，６２９ ６，７９３ ４，４２８ ７，５０２ ４，３３３ ３，６０５ ２，５６１ ２７，９２１ １６，９５１ ４４，８７２

（資料）Household Socio-Economic Survey 2006の個別結果表。
（注）家計所得がゼロか負値であるサンプルは除外した。

－７８－ タイにおける所得格差要因としての教育効果



付表２ １人あたり等価所得階級別家計類型別家計サンプルの分布（２００６年）
（階級単位：１，０００バーツ／月）

自作農家
家計

（１）

小作農家
家計

（２）

漁業・
林業家
家計

（３）

企業家
家計

（４）

技術者・
管理者
家計

（５）

農業
労働者等
家計

（６）

サービス
労働者
家計

（７）

生産・
建設
労働者
家計
（８）

経済的
不活動
家計

（９）

合 計

（１０）

２未満 １５９ ５１ ３９ ７５ ２ ３８ １３ ２９ ３１７ ７２３
２以上４未満 ７５３ ２０８ １７０ ３７７ １８ ２１９ １３０ ２０１ １，３２８ ３，４０４
４以上６未満 １，０２３ ２１１ １９３ ６９９ ５５ ３８０ ４０１ ５４７ １，３５２ ４，８６１
６以上８未満 ８０７ １９４ １１８ ９１７ １０３ ３７９ ６７７ ７０２ １，０８８ ４，９８５
８以上１０未満 ５６７ １５１ ７４ １，０７３ １６７ ２５９ ７４４ ６７５ ６４１ ４，３５１
１０以上１２未満 ３８５ １０９ ４０ ９３０ １７２ ２１０ ７４１ ６５２ ４７２ ３，７１１
１２以上１４未満 ３１３ ７１ ２８ ８５８ １９４ １１６ ６９８ ５４６ ３７４ ３，１９８
１４以上１６未満 ２２６ ７３ １９ ７３３ ２３９ ８５ ５９０ ４０５ ２７９ ２，６４９
１６以上１８未満 １８２ ４８ １７ ６４０ ２１９ ６０ ４８８ ２９７ ２０２ ２，１５３
１８以上２０未満 １２９ ５６ １０ ５５７ ２２４ ４２ ３７７ ２２１ １９６ １，８１２
２０以上２２未満 １０３ ３１ １５ ４５８ ２３４ ３３ ３１１ １７９ １７０ １，５３４
２２以上２４未満 ７４ ３０ ８ ３５８ ２３４ １６ ２７７ ９９ １２３ １，２１９
２４以上２６未満 ７９ １９ ７ ３０３ ２４２ １３ ２３４ ９８ １１１ １，１０６
２６以上２８未満 ６５ ９ ４ ２８１ ２１５ １４ １９３ ７８ ８０ ９３９
２８以上３０未満 ５９ １０ ５ ２６０ ２２０ ９ １８２ ４５ ７６ ８６６
３０以上３２未満 ３８ ７ ０ １９３ ２０９ ５ １３５ ４２ ８２ ７１１
３２以上３４未満 ３２ １１ ２ １８７ ２１２ ４ １１０ ３５ ６３ ６５６
３４以上３６未満 ３１ ９ ０ １４０ ２２５ ２ ９１ １９ ６３ ５８０
３６以上３８未満 ２０ ９ ３ １４０ １８８ ２ ８２ ２３ ４８ ５１５
３８以上４０未満 ２３ ５ ２ １１０ １６１ ２ ６６ １５ ４６ ４３０
４０以上 ２４０ ４８ ２５ １，１６６ ２，０３４ ５ ４４５ ８３ ４２３ ４，４６９

合計 ５，３０８ １，３６０ ７７９ １０，４５５ ５，５６７ １，８９３ ６，９８５ ４，９９１ ７，５３４ ４４，８７２

（資料）Household Socio-Economic Survey 2006の個別結果表。
（注）家計所得がゼロか負値であるサンプルは除外した。
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）

（
階
級
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：
１
，０
００
バ
ー
ツ
／
月
）

家
計
所
得
階
級

合
計

（
２１
）

７２
３

３
，４
０４

４
，８
６１

４
，９
８５

４
，３
５１

３
，７
１１

３
，１
９８

２
，６
４９

２
，１
５３

１
，８
１２

１
，５
３４

１
，２
１９

１
，１
０６ ９３
９
８６
６
７１
１
６５
６
５８
０
５１
５
４３
０

４
，４
６９

４４
，８
７２

（
資
料
）

H
ou

se
ho

ld
So

ci
o-

E
co

no
m

ic
Su

rv
ey

20
06
の
個
別
結
果
表
。

（
注
）
家
計
所
得
が
ゼ
ロ
か
負
値
で
あ
る
サ
ン
プ
ル
は
除
外
し
た
。

５４
以
上

（
２０
） ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ２ １７ １４ ８ ７ １１ ５ １ ５ ２ ０

２
，４
２２

２
，４
９４

５１
以
上

５４
未
満

（
１９
） ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ７ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
３３
０

３３
７

４８
以
上

５１
未
満

（
１８
） ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ６ ９ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
４０
１

４１
６

４５
以
上

４８
未
満

（
１７
） ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ １１ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ４４
６

４５
７

４２
以
上

４５
未
満

（
１６
） ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ １４ ６ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ４９
３

５１
３

３９
以
上

４２
未
満

（
１５
） ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ２０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ １９
１
３７
７

５８
８

３６
以
上

３９
未
満

（
１４
） ０ ０ ０ ０ ０ ０ １８ ５ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ５１
３
２３
９ ０

７７
５

３３
以
上

３６
未
満

（
１３
） ０ ０ ０ ０ ０ ０ ２１ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ２８
９
５７
５ ０ ０ ０

８８
５

３０
以
上

３３
未
満

（
１２
） ０ ０ ０ ０ ０ ３７ ２ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ７０
６
３６
６ ０ ０ ０ ０

１
，１
１１

２７
以
上

３０
未
満

（
１１
） ０ ０ ０ ０ ２ ３２ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ４４
１
８５
５ ０ ０ ０ ０ ０ ０

１
，３
３０

２４
以
上

２７
未
満

（
１０
） ０ ０ ０ ０ ３９ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

１
，０
９８ ４９
１ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

１
，６
２８

２１
以
上

２４
未
満

（
９
） ０ ０ ０ ６ ３１ ０ ０ ０ ０ ０ ７０
３

１
，２
０５ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

１
，９
４５

１８
以
上

２１
未
満

（
８
） ０ ０ ０ ３１ ０ ０ ０ ０ ０

１
，７
９４ ８１
４ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

２
，６
３９

１５
以
上

１８
未
満

（
７
） ０ ０ ２５ ２１ ０ ０ ０

１
，２
５９

２
，１
３０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

３
，４
３５

１２
以
上

１５
未
満

（
６
） ０ ０ ６０ ０ ０ ０

３
，１
５７

１
，３
５１ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

４
，５
６８

９
以
上

１２
未
満

（
５
） ０ ４１ １５ ０

２
，０
６７

３
，６
４２ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

５
，７
６５

６
以
上

９
未
満

（
４
） ０ ３８ ０

４
，９
２７

２
，２
１２ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

７
，１
７７

３
以
上

６
未
満

（
３
） １４

１
，９
０７

４
，７
６１ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

６
，６
８２

１
以
上

３
未
満

（
２
） ６２
３

１
，４
１８ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

２
，０
４１

１
未
満

（
１
） ８６ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ８６

（
１
）

（
２
）

（
３
）

（
４
）

（
５
）

（
６
）

（
７
）

（
８
）

（
９
）

（
１０
）

（
１１
）

（
１２
）

（
１３
）

（
１４
）

（
１５
）

（
１６
）

（
１７
）

（
１８
）

（
１９
）

（
２０
）

（
２１
）

２
未
満

２
以
上
４
未
満

４
以
上
６
未
満

６
以
上
８
未
満

８
以
上
１０
未
満

１０
以
上
１２
未
満

１２
以
上
１４
未
満

１４
以
上
１６
未
満

１６
以
上
１８
未
満

１８
以
上
２０
未
満

２０
以
上
２２
未
満

２２
以
上
２４
未
満

２４
以
上
２６
未
満

２６
以
上
２８
未
満

２８
以
上
３０
未
満

３０
以
上
３２
未
満

３２
以
上
３４
未
満

３４
以
上
３６
未
満

３６
以
上
３８
未
満

３８
以
上
４０
未
満

４０
以
上 合
計

１ 人 あ た り 等 価 所 得 階 級

－８０－ タイにおける所得格差要因としての教育効果



付表４ 最終学歴別賃金所得階級別サンプル分布（都市，２００６年）
（階級単位：１ヶ月あたり１０００バーツ）

小学校
中 退

（１）

小学校
卒 業

（２）

中学校
卒 業

（３）

高等学校
卒 業

（４）

大学
卒業

（５）

修士
修了

（６）

博士修了
修 了

（７）

宗教系
非一般
教育修了
（８）

無回答
・
その他
（９）

合 計

（１０）

０．５未満 １８７ ８５ ５１ ４４ １１ ０ ０ ３４ １１ ４２３
０．５以上１．５未満 ４４０ ３００ １８４ １３４ ５１ １ ０ ７６ ３２ １，２１８
１．５以上３．０未満 ７６９ ５４３ ２９１ １９７ ６９ １ ０ １２８ ３６ ２，０３４
３．０以上４．５未満 ８１２ ７６３ ４８７ ３７２ ９９ １ ０ １３８ ７３ ２，７４５
４．５以上６．０未満 ７１４ ８２０ ６９５ ６２７ １９２ ３ ０ １０６ ２０６ ３，３６３
６．０以上７．５未満 ４３８ ６１８ ５６９ ６４９ ３４８ ３ ０ ４７ ２０３ ２，８７５
７．５以上９．０未満 ２４０ ３４９ ３８０ ４５７ ４７６ ９ ０ ２２ １７７ ２，１１０
９．０以上１０．５未満 １５２ ２０３ ２３０ ３１３ ４０８ １７ ０ ３ １３０ １，４５６
１０．５以上１２．０未満 ９８ １１９ １４９ ２６４ ２８８ １２ ０ ４ ９１ １，０２５
１２．０以上１３．５未満 ９８ ９０ １０１ ２１５ ３４１ ２１ ０ ８ ８７ ９６１
１３．５以上１５．０未満 ４９ ２９ ７７ １８２ ２５５ ２０ ０ ２ ７８ ６９２
１５．０以上１６．５未満 ２７ ３８ ６９ ２０８ ３９９ ３７ １ ０ ９１ ８７０
１６．５以上１８．０未満 ２４ １０ ４２ １２０ ２６１ ３０ ０ ０ ５５ ５４２
１８．０以上１９．５未満 １０ １２ ４６ １０５ ２８０ ２２ ０ ０ ５９ ５３４
１９．５以上２１．０未満 １２ ２２ ５３ １２５ ３１１ ４３ ３ １ ４５ ６１５
２１．０以上２２．５未満 ４ ７ ４６ ７８ ２７８ ３６ ０ ０ ３７ ４８６
２２．５以上２４．０未満 ７ ３ ３１ ４１ ２９７ ４１ ０ １ ３１ ４５２
２４．０以上２５．５未満 ５ ５ ３１ ３８ ２５９ ２９ ２ ２ ２４ ３９５
２５．５以上２７．０未満 ２ ２ １４ ２６ ２１５ ３８ ０ １ １９ ３１７
２７．０以上２８．５未満 ２ １ １３ １８ １９０ ４０ １ ０ ２０ ２８５
２８．５以上３０．０未満 ３ ０ ７ １４ １７５ ２５ ０ １ １６ ２４１
３０．０以上 ２２ １７ ４０ １２９ ９４６ ２７２ ７ ６ ９８ １，５３７

合計 ４，１１５ ４，０３６ ３，６０６ ４，３５６ ６，１４９ ７０１ １４ ５８０ １，６１９ ２５，１７６

（資料）Household Socio-Economic Survey 2006の個別結果表。
（注）賃金所得がゼロであるサンプルは除外した。

タイにおける所得格差要因としての教育効果 －８１－



付表５ 最終学歴別賃金所得階級別サンプル分布（農村，２００６年）
（階級単位：１ヶ月あたり１０００バーツ）

小学校
中 退

（１）

小学校
卒 業

（２）

中学校
卒 業

（３）

高等学校
卒 業

（４）

大学
卒業

（５）

修士
修了

（６）

博士修了
修 了

（７）

宗教系
非一般
教育修了
（８）

無回答
・
その他
（９）

合 計

（１０）

０．５未満 ４００ ２０７ ８６ ４４ ０ ０ ０ ５８ ２ ７９７
０．５以上１．５未満 ７０５ ４６３ １７１ １００ １１ １ ０ １０２ １４ １，５６７
１．５以上３．０未満 ８５９ ６１２ ２７８ １５４ ３０ ０ ０ １４１ ２６ ２，１００
３．０以上４．５未満 ８１４ ７０１ ３５５ ２３９ ２９ １ ０ １１２ ３１ ２，２８２
４．５以上６．０未満 ５６３ ６２６ ３９３ ３１２ ６６ ０ ０ ６３ ９４ ２，１１７
６．０以上７．５未満 ２７９ ３４５ ２３３ ２４７ ９５ １ ０ ２９ ８５ １，３１４
７．５以上９．０未満 １３４ １８９ １６６ １６８ １１１ １ ０ ４ ８６ ８５９
９．０以上１０．５未満 ８２ １０１ １００ １１２ ８８ ２ ０ １ ４６ ５３２
１０．５以上１２．０未満 ５５ ４０ ６６ ９２ ６３ ０ ０ ０ ３４ ３５０
１２．０以上１３．５未満 ３６ ４１ ３８ ６４ ８０ ３ ０ １ ３４ ２９７
１３．５以上１５．０未満 １７ １９ ２２ ４１ ４１ ５ ０ １ １３ １５９
１５．０以上１６．５未満 ８ ８ ２３ ４０ ５８ ３ ０ ０ １７ １５７
１６．５以上１８．０未満 ６ ７ ２２ ２９ ４４ ３ ０ ０ １４ １２５
１８．０以上１９．５未満 ２ ４ １６ ２４ ５４ ５ ０ ０ １２ １１７
１９．５以上２１．０未満 ５ ３ ８ １７ ５８ ６ ０ ０ １３ １１０
２１．０以上２２．５未満 ３ １ １０ １１ ５４ ４ ０ ０ １３ ９６
２２．５以上２４．０未満 ２ ０ ７ １８ ４６ ５ ０ ０ ８ ８６
２４．０以上２５．５未満 ３ １ ６ ２ ４６ ０ ０ ０ ６ ６４
２５．５以上２７．０未満 ０ １ ５ ８ ４７ ４ ０ ０ ５ ７０
２７．０以上２８．５未満 ２ ０ ４ ５ ３３ １ ０ ０ ５ ５０
２８．５以上３０．０未満 ０ ０ ０ ２ ３３ ２ ０ ０ ２ ３９
３０．０以上 ９ ４ １３ ２４ １３３ ３６ ０ ０ ２６ ２４５

合計 ３，９８４ ３，３７３ ２，０２２ １，７５３ １，２２０ ８３ ０ ５１２ ５８６ １３，５３３

（資料）Household Socio-Economic Survey 2006の個別結果表。
（注）賃金所得がゼロであるサンプルは除外した。

－８２－ タイにおける所得格差要因としての教育効果



付表６ 最終学歴別賃金所得階級別サンプル分布（男子，２００６年）
（階級単位：１ヶ月あたり１０００バーツ）

小学校
中 退

（１）

小学校
卒 業

（２）

中学校
卒 業

（３）

高等学校
卒 業

（４）

大学
卒業

（５）

修士
修了

（６）

博士修了
修 了

（７）

宗教系
非一般
教育修了
（８）

無回答
・
その他
（９）

合 計

（１０）

０．５未満 ２１２ １１７ ７５ ５４ ３ ０ ０ １９ ４ ４８４
０．５以上１．５未満 ５７６ ４１４ １９９ １２９ ２２ ０ ０ ６４ ３０ １，４３４
１．５以上３．０未満 ９００ ６６６ ３４６ １８９ ３１ １ ０ ８６ ３６ ２，２５５
３．０以上４．５未満 ８５６ ８５３ ５１３ ３３５ ４３ ２ ０ １１４ ４６ ２，７６２
４．５以上６．０未満 ７５７ ８４５ ６２４ ５１８ ７１ ０ ０ ８５ １３９ ３，０３９
６．０以上７．５未満 ４６１ ５６３ ４６３ ４８５ １１４ １ ０ ４１ １３９ ２，２６７
７．５以上９．０未満 ２５５ ３５８ ３２２ ３４７ １８６ ２ ０ １２ １２７ １，６０９
９．０以上１０．５未満 １６６ ２２０ ２０１ ２４６ １５３ ０ ０ ０ ９１ １，０７７
１０．５以上１２．０未満 １１０ １３０ １３６ ２３９ １２６ ２ ０ ２ ６４ ８０９
１２．０以上１３．５未満 ９８ １０５ ９１ １９９ １５８ ８ ０ ２ ７９ ７４０
１３．５以上１５．０未満 ５３ ４２ ７１ １４６ １２８ １４ ０ ３ ５５ ５１２
１５．０以上１６．５未満 ２７ ３８ ７５ １９８ １５７ １４ ０ ０ ５９ ５６８
１６．５以上１８．０未満 ２５ １５ ４５ １１９ １４４ １２ ０ ０ ４８ ４０８
１８．０以上１９．５未満 ９ １３ ５３ １０８ １４０ １０ ０ ０ ４８ ３８１
１９．５以上２１．０未満 １５ ２１ ４３ １０４ １６２ ２２ ２ １ ３３ ４０３
２１．０以上２２．５未満 ７ ７ ４８ ５９ １４６ １９ ０ ０ ３４ ３２０
２２．５以上２４．０未満 ９ ２ ３２ ５２ １３５ ２３ ０ ０ ２５ ２７８
２４．０以上２５．５未満 ６ ５ ２９ ３１ １３０ １２ ０ １ １８ ２３２
２５．５以上２７．０未満 ２ ３ １７ ３０ １１１ ２４ ０ １ １２ ２００
２７．０以上２８．５未満 ３ ０ １６ ２１ ９０ ２１ ０ ０ １７ １６８
２８．５以上３０．０未満 ２ ０ ６ １０ ９３ １９ ０ １ ７ １３８
３０．０以上 ２６ １４ ４５ １２３ ５７８ １９０ ３ ４ ９４ １，０７７

合計 ４，５７５ ４，４３１ ３，４５０ ３，７４２ ２，９２１ ３９６ ５ ４３６ １，２０５ ２１，１６１

（資料）Household Socio-Economic Survey 2006の個別結果表。
（注）賃金所得がゼロであるサンプルは除外した。

タイにおける所得格差要因としての教育効果 －８３－



付表７ 最終学歴別賃金所得階級別サンプル分布（女子，２００６年）
（階級単位：１ヶ月あたり１０００バーツ）

小学校
中 退

（１）

小学校
卒 業

（２）

中学校
卒 業

（３）

高等学校
卒 業

（４）

大学
卒業

（５）

修士
修了

（６）

博士修了
修 了

（７）

宗教系
非一般
教育修了
（８）

無回答
・
その他
（９）

合 計

（１０）

０．５未満 ３７５ １７５ ６２ ３４ ８ ０ ０ ７３ ９ ７３６
０．５以上１．５未満 ５６９ ３４９ １５６ １０５ ４０ ２ ０ １１４ １６ １，３５１
１．５以上３．０未満 ７２８ ４８９ ２２３ １６２ ６８ ０ ０ １８３ ２６ １，８７９
３．０以上４．５未満 ７７０ ６１１ ３２９ ２７６ ８５ ０ ０ １３６ ５８ ２，２６５
４．５以上６．０未満 ５２０ ６０１ ４６４ ４２１ １８７ ３ ０ ８４ １６１ ２，４４１
６．０以上７．５未満 ２５６ ４００ ３３９ ４１１ ３２９ ３ ０ ３５ １４９ １，９２２
７．５以上９．０未満 １１９ １８０ ２２４ ２７８ ４０１ ８ ０ １４ １３６ １，３６０
９．０以上１０．５未満 ６８ ８４ １２９ １７９ ３４３ １９ ０ ４ ８５ ９１１
１０．５以上１２．０未満 ４３ ２９ ７９ １１７ ２２５ １０ ０ ２ ６１ ５６６
１２．０以上１３．５未満 ３６ ２６ ４８ ８０ ２６３ １６ ０ ７ ４２ ５１８
１３．５以上１５．０未満 １３ ６ ２８ ７７ １６８ １１ ０ ０ ３６ ３３９
１５．０以上１６．５未満 ８ ８ １７ ５０ ３００ ２６ １ ０ ４９ ４５９
１６．５以上１８．０未満 ５ ２ １９ ３０ １６１ ２１ ０ ０ ２１ ２５９
１８．０以上１９．５未満 ３ ３ ９ ２１ １９４ １７ ０ ０ ２３ ２７０
１９．５以上２１．０未満 ２ ４ １８ ３８ ２０７ ２７ １ ０ ２５ ３２２
２１．０以上２２．５未満 ０ １ ８ ３０ １８６ ２１ ０ ０ １６ ２６２
２２．５以上２４．０未満 ０ １ ６ ７ ２０８ ２３ ０ １ １４ ２６０
２４．０以上２５．５未満 ２ １ ８ ９ １７５ １７ ２ １ １２ ２２７
２５．５以上２７．０未満 ０ ０ ２ ４ １５１ １８ ０ ０ １２ １８７
２７．０以上２８．５未満 １ １ １ ２ １３３ ２０ １ ０ ８ １６７
２８．５以上３０．０未満 １ ０ １ ６ １１５ ８ ０ ０ １１ １４２
３０．０以上 ５ ７ ８ ３０ ５０１ １１８ ４ ２ ３０ ７０５

合計 ３，５２４ ２，９７８ ２，１７８ ２，３６７ ４，４４８ ３８８ ９ ６５６ １，０００ １７，５４８

（資料）Household Socio-Economic Survey 2006の個別結果表。
（注）賃金所得がゼロであるサンプルは除外した。

－８４－ タイにおける所得格差要因としての教育効果



付表８ 労働者分類別賃金所得階級別サンプル分布（２００６年）
（階級単位：１ヶ月あたり１０００バーツ）

雇用主

（１）

自己雇用
労働者
（２）

無給家族
労働者
（３）

政 府
労働者
（４）

国営企業
労働者
（５）

民間企業
労働者
（６）

その他

（７）

合 計

（８）

０．５未満 ４９ ３６１ ２５９ ２７ ２ ５１４ ８ １，２２０
０．５以上１．５未満 ９１ ７２２ ３５８ ９４ ５ １，５０９ ６ ２，７８５
１．５以上３．０未満 １００ ５０１ ２０３ ２８３ ８ ３，０２８ １１ ４，１３４
３．０以上４．５未満 ４２ １８３ ５０ ４１０ ２５ ４，３００ １７ ５，０２７
４．５以上６．０未満 ３４ ８９ １２ ８４９ ４６ ４，４２９ ２１ ５，４８０
６．０以上７．５未満 ６ ３４ ７ ６８０ ２８ ３，４２１ １３ ４，１８９
７．５以上９．０未満 ９ ２６ ３ ６４０ ２５ ２，２５６ １０ ２，９６９
９．０以上１０．５未満 ４ １４ １ ５１１ １８ １，４３２ ８ １，９８８
１０．５以上１２．０未満 ３ ７ １ ５０１ ２１ ８３３ ９ １，３７５
１２．０以上１３．５未満 ５ ８ ０ ５０３ ３０ ７０５ ７ １，２５８
１３．５以上１５．０未満 ０ ２ ０ ４５９ ２６ ３５９ ５ ８５１
１５．０以上１６．５未満 ２ １ ０ ４９９ ２５ ４９６ ４ １，０２７
１６．５以上１８．０未満 １ ０ ０ ３８０ １８ ２６４ ４ ６６７
１８．０以上１９．５未満 ３ ３ ０ ４１７ ２０ ２０７ １ ６５１
１９．５以上２１．０未満 ２ １ ０ ４５４ ２５ ２４１ ２ ７２５
２１．０以上２２．５未満 １ ２ ０ ４１１ １９ １４９ ０ ５８２
２２．５以上２４．０未満 １ ０ ０ ３９５ ２４ １１６ ２ ５３８
２４．０以上２５．５未満 １ １ ０ ３３６ ２２ ９８ １ ４５９
２５．５以上２７．０未満 １ ２ ０ ３０７ １７ ５９ １ ３８７
２７．０以上２８．５未満 １ ０ ０ ２４０ １８ ７６ ０ ３３５
２８．５以上３０．０未満 ０ １ ０ ２２３ ８ ４７ １ ２８０
３０．０以上 １ ４ ０ ８７２ ２６８ ６２９ ８ １，７８２

合計 ３５７ １，９６２ ８９４ ９，４９１ ６９８ ２５，１６８ １３９ ３８，７０９

（資料）Household Socio-Economic Survey 2006の個別結果表。
（注）賃金所得がゼロであるサンプルは除外した。
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付表９ 産業別賃金所得階級別サンプル分布（２００６年）
（階級単位：１ヶ月あたり１０００バーツ）

農 林

水産業

（１）

鉱工業

（２）

電力・
ガス・
水道業
（３）

建設業

（４）

卸・
小売業

（５）

ホテル・
レスト
ラン業
（６）

運輸・
通信業

（７）

金融・
不動産業

（８）

政 府

（９）

教 育

（１０）

その他
サービス業

（１１）

合 計

（１２）

０．５未満 ７７０ １５４ ３ ５８ ８５ ４０ １６ ４ １３ １４ ６３ １，２２０
０．５以上１．５未満 １，４２７ ３５８ ４ ２６９ ２６９ １２６ ３６ ３４ ５０ ３３ １７９ ２，７８５
１．５以上３．０未満 １，５２９ ６０４ ６ ６５７ ４５２ ２０７ ７０ ５０ ２０１ ５７ ３０１ ４，１３４
３．０以上４．５未満 ８９７ １，０９７ ２３ ８５０ ８０６ ３２０ １２０ １２１ ２３５ １１５ ４４３ ５，０２７
４．５以上６．０未満 ４４８ １，６０１ ２７ ６７５ ９３０ ３２０ １３８ １８０ ４８６ １８７ ４８８ ５，４８０
６．０以上７．５未満 １８５ １，４４０ １５ ３３４ ６９６ ２４４ １３７ ２００ ３６１ ２１７ ３６０ ４，１８９
７．５以上９．０未満 １３０ ９２８ ４ １８６ ４４７ １８７ １１１ １３３ ３８７ ２１８ ２３８ ２，９６９
９．０以上１０．５未満 ５０ ５８７ ９ １０９ ２８３ １００ ９５ １００ ２５８ ２２１ １７６ １，９８８
１０．５以上１２．０未満 ４４ ３６９ ５ ４５ １４９ ６７ ７６ ６５ ２３８ １５３ １６４ １，３７５
１２．０以上１３．５未満 ４９ ２７８ １３ ３６ １５２ ３２ ６８ ８２ ２４５ １４７ １５６ １，２５８
１３．５以上１５．０未満 ２５ １７３ ６ １８ ５５ ２１ ５２ ３７ ２３１ １２１ １１２ ８５１
１５．０以上１６．５未満 ２０ １５５ ９ ３０ １０５ ２７ ６１ ９２ ２７２ １２２ １３４ １，０２７
１６．５以上１８．０未満 ９ １０９ ８ １９ ５６ １６ ２４ ２９ ２０９ １０６ ８２ ６６７
１８．０以上１９．５未満 ８ ８８ ８ １５ ３７ １０ ２３ ４１ ２２１ １１２ ８８ ６５１
１９．５以上２１．０未満 ５ ９４ ５ ２１ ３９ １２ ３３ ５５ ２１９ １５７ ８５ ７２５
２１．０以上２２．５未満 ６ ６７ ９ ６ ２６ １０ ２２ ２８ １６０ １６９ ７９ ５８２
２２．５以上２４．０未満 １０ ３２ １１ ５ ２６ ７ ２２ ３６ １１８ １９０ ８１ ５３８
２４．０以上２５．５未満 ３ ４５ １２ ６ ２１ １ １３ １７ １０５ １８３ ５３ ４５９
２５．５以上２７．０未満 ５ ２２ ４ ５ １２ ３ １２ １８ ８３ １６４ ５９ ３８７
２７．０以上２８．５未満 ２ ３２ ６ ４ １５ １ １１ ３１ ４８ １３８ ４７ ３３５
２８．５以上３０．０未満 ３ １１ ３ ５ ７ ６ ９ １８ ４２ １３５ ４１ ２８０
３０．０以上 １３ １９７ １１６ ４５ １０９ １７ １３１ ２３３ ２３５ ５２４ １６２ １，７８２

合計 ５，６３８ ８，４４１ ３０６ ３，３９８ ４，７７７ １，７７４ １，２８０ １，６０４ ４，４１７ ３，４８３ ３，５９１ ３８，７０９

（資料）Household Socio-Economic Survey 2006の個別結果表。
（注）賃金所得がゼロであるサンプルは除外した。
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付表１０ 賃金所得に関するプロビット関数の推定結果（２００６年）

係数

（１）

標準誤差

（２）

z－値

（３）

有意水準
P＞｜t｜
（４）

経験年数 EX ０．０１３７ ０．００２ ８．３６０ ０．０００
経験年数の二乗 EX2 －０．００１１ ０．０００ －５０．５４０ ０．０００
年齢 AG ０．０３１９ ０．００１ ２３．５８０ ０．０００
生徒・学生ダミー変数 ST －１．３８５０ ０．０２４ －５７．４５０ ０．０００
男性ダミー変数 MD ０．４２０６ ０．０１０ ４３．８２０ ０．０００
既婚ダミー変数 MGD －０．０９６１ ０．０１２ －８．２９０ ０．０００
貧困家計ダミー変数 PD －０．１７０１ ０．０１５ －１１．３３０ ０．０００
地域ダミー変数
バンコク都市部 DR1 ０．１１０６ ０．０２７ ４．０８０ ０．０００
中央部都市部 DR2 ０．０６３９ ０．０２３ ２．７４０ ０．００６
中央部農村部 DR3 ０．１２０３ ０．０２４ ５．１００ ０．０００
北部都市部 DR4 ０．０４６６ ０．０２４ １．９５０ ０．０５１
北部農村部 DR5 ０．０７６０ ０．０２６ ２．９８０ ０．００３
東北部都市部 DR6 －０．０６５２ ０．０２３ －２．７９０ ０．００５
東北部農村部 DR7 －０．０３３３ ０．０２６ －１．３００ ０．１９２
南部都市部 DR8 ０．００７９ ０．０２６ ０．３００ ０．７６１
家計類型ダミー変数
自作農家家計 AD1 －０．２４８７ ０．０２２ －１１．３５０ ０．０００
小作農家家計 AD2 －０．１７８８ ０．０３１ －５．６９０ ０．０００
漁業・林業家家計 AD3 －０．５０８３ ０．０４６ －１１．１２０ ０．０００
企業家家家計 AD4 －０．４８７９ ０．０２０ －２４．９８０ ０．０００
技術者・管理者家計 AD5 １．０８８４ ０．０２１ ５３．０２０ ０．０００
農業労働者等家計 AD6 １．４８７１ ０．０２７ ５５．７２０ ０．０００
サービス労働者家計 AD7 １．１４８６ ０．０１９ ５９．７７０ ０．０００
経済的不活動家計 AD8 １．２７０７ ０．０２０ ６２．１７０ ０．０００
世帯主年齢ダミー変数
２０歳以上２５歳未満 HA02 ０．０３１４ ０．０８９ ０．３５０ ０．７２５
２５歳以上３０歳未満 HA03 －０．２２１４ ０．０８５ －２．５９０ ０．０１０
３０歳以上３５歳未満 HA04 －０．４６２８ ０．０８４ －５．４９０ ０．０００
３５歳以上４０歳未満 HA05 －０．５４１４ ０．０８４ －６．４６０ ０．０００
４０歳以上４５歳未満 HA06 －０．５４２３ ０．０８３ －６．５００ ０．０００
４５歳以上５０歳未満 HA07 －０．５３１９ ０．０８３ －６．３８０ ０．０００
５０歳以上５５歳未満 HA08 －０．５２５０ ０．０８３ －６．２９０ ０．０００
５５歳以上６０歳未満 HA09 －０．５２３３ ０．０８４ －６．２５０ ０．０００
６０歳以上６５歳未満 HA10 －０．５８４７ ０．０８４ －６．９５０ ０．０００
６５歳以上７０歳未満 HA11 －０．５９８４ ０．０８５ －７．０７０ ０．０００
７０歳以上 HA12 －０．５４１５ ０．０８４ －６．４４０ ０．０００
定数項 const －０．９４３１ ０．０８９ －１０．６５０ ０．０００

対数尤度 －４４，９３２
サンプル数 １０８，０３８
χの自乗値 ５１，１１１
χの自乗値の有意水準 ０．０００
疑似決定係数 ０．３６２６

タイにおける所得格差要因としての教育効果 －８７－


